
西東京市公共施設再編計画





 

 

目  次 

 

 西東京市公共施設再編計画について ........................................................ 2 

１ 計画策定の趣旨 .......................................................................................... 2 

２ 計画の位置付け ......................................................................................... 3 

３ 計画期間 ................................................................................................... 3 

４ 計画の対象施設 ......................................................................................... 4 

 公共施設再編に向けた基本的な方針 ........................................................ 6 

１ 公共施設再編の基本的な考え方 .................................................................... 6 

２ 公共施設再編の検討方法の視点 ................................................................... 7 

３ エリア（圏域）における取組の推進 ................................................................ 10 

 公共施設再編に向けた具体的な検討 ...................................................... 12 

１ 公共施設再編の検討事項 ........................................................................... 12 

２ 個別施設の分析手法 ................................................................................ 23 

 個 別 施 設 の 分 析 結 果 と 今 後 の 方 向 性 （ 中 学 校 通 学 区 域 別 ） ............. 32 

《計画の見方》 .............................................................................................. 32 

《中学校通学区域全図》 ................................................................................. 33 

１ 田無第一中学校通学区域 .......................................................................... 34 

２ 保谷中学校通学区域 ................................................................................ 36 

３ 田無第二中学校通学区域 .......................................................................... 37 

４ ひばりが丘中学校通学区域 ....................................................................... 38 

５ 田無第三中学校通学区域  ........................................................................ 39 

６ 青嵐中学校通学区域 ................................................................................. 41 

７ 柳沢中学校通学区域 ................................................................................ 42 

８ 田無第四中学校通学区域 .......................................................................... 43 

９ 明保中学校通学区域  .............................................................................. 44 

資料編.......................................................................................................47 

市民説明会実施結果 .................................................................................... 47 

データ集 ..................................................................................................... 94 

※ 施設分野の番号等は、施設カルテ2022を基に作成しています。 

 

  





 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 

 

西東京市公共施設再編計画について 

  



 

2 

第１章 

１ 計画策定の趣旨 

西東京市公共施設再編計画について 

  西東京市公共施設再編計画について 

 

１ 計画策定の趣旨 

西東京市（以下「市」という。）では、みんなが輝くことができる魅力あるまちを築

くとともに、将来見通しを踏まえた持続可能で自立的な自治体経営の確立を目指し、こ

れからの時代にふさわしい公共施設の適正配置を進めています。 

令和６(2024)年３月には、将来的に厳しい財政状況が想定される中、公共施設等1の

総合的かつ計画的な管理をより一層推進するため、公共施設等の管理に関する基本的な

方針や施設類型ごとの管理方針を示した西東京市公共施設等総合管理計画（以下「総合

管理計画」という。）を改定しました。 

総合管理計画では、人口や財政状況の見通し、公共施設等の現状を踏まえ、全ての公

共施設の更新需要に対応することは困難な状況であることから、安全安心で快適な行政

サービスを継続して提供するとともに、将来世代に過大な負担を残さないためには、公

共施設等の量と質の最適化やライフサイクルコストの適正化を図る必要があるとして、

「公共施設等マネジメント基本方針」（総合管理計画 P23参照）を定めています。 

総合管理計画に基づき、単に公共施設に係る財政負担の縮減を図るだけではなく、市

民サービスの維持・向上も図るため、公共施設再編の基本的な考え方や再編の検討事項

を定めるほか、個別施設の分析結果等も踏まえ、個別施設における公共施設再編の検討

の方向性を示した西東京市公共施設再編計画（以下「再編計画」という。）を策定しま

した。 

  

 
1 公共施設等：公共施設及びインフラ施設のこと。具体的には、建物を有する施設のほか、道路・橋梁等の土木構造

物、下水道も含む包括的な概念を指す。 
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第1章 
２ 計画の位置付け 

３ 計画期間 

西東京市公共施設再編計画について 

２ 計画の位置付け 

再編計画は、総合管理計画で示した公共施設等マネジメント基本方針に基づき、個別

施設における公共施設再編の検討の方向性を示す計画として位置付けます。 

なお、国においては、インフラ施設の戦略的な維持管理・更新等を推進するため、「イ

ンフラ長寿命化計画」を策定し、全国の地方公共団体に、中長期的な取組の方向性を明

らかにする計画（行動計画）として総合管理計画を、行動計画に基づいて個別施設ごと

の具体の対応方針を定める計画として個別施設計画の策定が要請されています。 

再編計画は、個別施設計画を策定する際の基本的な考え方を示すものでもあります。 

 

図1 再編計画の位置付け 

 

３ 計画期間 

計画期間は、総合管理計画と合わせ、令和６(2024)年度から令和15(2033)年度まで

の10年間とします。 

なお、総合管理計画と合わせ、後期５年間の開始に当たっては、社会状況の変化や再

編の取組の進捗状況、新たな市民ニーズ等も踏まえて見直しを行うこととします。 
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第１章 

４ 計画の対象施設 

西東京市公共施設再編計画について 

４ 計画の対象施設 

再編計画の対象は、「施設カルテ222022」において個票が作成されている公共施設と

します。なお、市営住宅等は、住宅セーフティネット制度の仕組みを構築しており、老

朽化した木造市営住宅については解体後廃止することから、再編計画から除きます。 

また、インフラ施設（道路、橋梁、公園・緑地、下水道、駐車施設）については、総

合管理計画で定めた基本方針に基づき、計画的な維持管理を推進するものとして、再編

計画の対象から除きます。 

 

図2 再編計画で対象となる施設分野 

 

 
2 施設カルテ：公共施設等の利用率やコスト、老朽化率等、情報を「見える化」し、現状や課題についてまとめたも

の。 



 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 

 

公共施設再編に向けた基本的な方針 
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第２章 

１ 公共施設再編の基本的な考え方 

公共施設再編に向けた基本的な方針 

  公共施設再編に向けた基本的な方針 

１ 公共施設再編の基本的な考え方 

市税収入は堅調に推移すると見込まれるものの、物価高騰等による企業や雇用への影

響等、先行きは不透明な状況であり、また、高齢化の進行等に伴う社会保障関係経費の

増大等による将来的に厳しい財政状況が予想される中、全ての公共施設の更新に対応す

ることは非常に困難であると考えられます。 

一方で、高度化・複雑化する行政需要や市民のライフスタイルの多様化等に対応する

ためには、公共施設を通じて提供する市民サービスの維持・向上を図る必要があります。 

今後も、持続可能で自立的な自治体経営を確立するためには、ヒト・モノ・カネ等の

いわゆる経営資源3の状況が将来的に厳しくなると見込まれる中でも、市民ニーズや社

会状況の変化を捉えて市民サービスを維持・向上させつつ、市民サービスの提供量の最

適化と効率化により自治体の持続可能性を高める等のバランスを取ることが重要です。 

そこで、公共施設再編の基本的な考え方としては、公共施設を取り巻く社会状況の変

化や公共施設の更新の見込みを踏まえ、計画的かつ効率的な公共施設の再編に取り組み、

将来世代への負担も考慮しながら、財政状況に応じた公共施設を保有する「持続可能な

公共施設の確保」と、社会状況や地域課題に応じた市民サービスの提供を行う「適切な

市民サービスの提供」の２点を、公共施設の量と質の最適化を図りながら実現させてい

くこととします。 

 

図3 「持続可能な公共施設の確保」と「適切な市民サービスの提供」のイメージ 

 
3 経営資源：企業（自治体）が経営を行う上で利用できる有形あるいは無形の資源のこと。人的資源・物的資源・資金

力・情報・商標・信用等の総称をいう。 



 

7 

第２章 公共施設再編に向けた基本的な方針 

２ 公共施設再編の検討方法の視点 

２ 公共施設再編の検討方法の視点 

公共施設再編の基本的な考え方である「持続可能な公共施設の確保」と「適切な市民

サービスの提供」のバランスを保つため、公共施設の再編の具体的な検討に当たっては、

「将来に向けた資産配分4」、「サービスに着目した施設利用」、「時代のニーズに応じた

対応」、「階層・配置レベルの設定」の４つの視点を考慮することとします。 

 

図4 施設再編の具体的な検討視点 

 

(1) 将来に向けた資産配分 

整備した当初は新しい公共施設であっても、長期にわたり適切な状態に維持し続ける

には、施設の老朽化に伴い、多額の費用が必要になります。大規模な改修費用は、市債

（いわゆる借金）で賄うことも方策の一つとして考えられますが、人口は緩やかに減少

する中、老年人口の増加を見据えると、将来世代の負担額が大きくなることにつながり

ます。 

このため、公共施設再編に当たっては、現世代と将来世代の負担の均衡を図り、将来

世代の市民に過度な負担をかけることがないよう、公共施設の維持管理経費を縮減しつ

つ更新費用に関する一定以上の市債を抑制し、社会状況の変化を踏まえた計画的かつ効

率的な取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 
4 資産配分：現世代と将来世代で許容できる範囲内にリスクや負担をとどめられるよう、リスクや負担配分を図るこ

と。 
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第２章 

２ 公共施設再編の検討方法の視点 

公共施設再編に向けた基本的な方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 「将来に向けた資産配分」のイメージ 

 

(2) サービスに着目した施設利用 

公共施設は、「建物」と「提供しているサービス（機能）」で構成されているとして、

公共施設等マネジメント基本方針（総合管理計画）では、提供しているサービスに着目

した施設利用の考え方を示しました。 

このため、公共施設再編の検討に当たっては、単に「建物」だけでなく、そこで提供

している「サービス」や「施設の使われ方」を整理し、利用者の利便性の向上や効率的

な施設利用を図るため、施設が近接している場合には、類似又は重複している機能を整

理しながら、適切なサービス提供量を分野横断的に検討します。 

図6 「重複機能の整理」のイメージ 
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第２章 

２ 公共施設再編の検討方法の視点 

公共施設再編に向けた基本的な方針 

(3) 時代のニーズに応じた対応 

これまでも人口の増加や市民ニーズに合わせ、公共施設を通じたサービスを提供して

きましたが、公共施設を取り巻く社会状況は大きく変化しており、高度化・複雑化する

行政需要に応えていくためには、施設が保有する設備等にも着目する必要があります。 

そのため、公共施設の利用実態、利用者の意向等を把握し、時代の変化に応じて備え

るべき設備等の水準を検討します。 

その上で、公共施設再編に当たっては、市民サービスの維持・向上を図る観点から、

費用対効果5等も含め、選択と集中により、施設の設備等の水準維持や機能向上等につ

いて検討します。 

 

図7 「時代のニーズに応じた対応」のイメージ 

 

  

 
5 費用対効果：再編に当たりかかったコストに対し、得られた成果・効果が適切であるかを判断する指標 
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第２章 
２ 公共施設再編の検討方法の視点 

３ エリア（圏域）における取組の推進 

公共施設再編に向けた基本的な方針 

(4) 階層・配置レベルの設定 

それぞれの公共施設で想定しているサービス提供の範囲には違いがあることから、サ

ービスの特性に応じて「広域」、「市域」、「地域」の３階層の配置レベルを設定します。 

その上で、公共施設再編に当たっては、適切なサービス量や適正配置、教育環境に配

慮した学校の有効活用等を階層・配置レベルを踏まえた視点から検討します。 

 

図8 「階層・配置レベルの設定」のイメージ 

 

 

３ エリア（圏域）における取組の推進 

 市では、「学校が地域のキーステーション」であるとの認識のもと、歩いて行ける距離

や市内全体の公共施設の配置バランス等を考慮しつつ、中学校を中心とした半径1,200m2

程度の範囲を「中学校区」として行政サービスを展開し、まちづくりを進めていきます。 

そのため、公共施設再編に当たっては、中学校区における行政サービスの展開を見据え、

地域特性や他の公共施設の状況を踏まえつつ、児童・生徒の安全性に配慮したセキュリティ

対策を前提としたうえで、教育活動に支障がない範囲での学校の建替えに伴う多機能化・複

合化や適正配置を検討していきます。  

地域レベル
（徒歩・自転車圏）

市域レベル

広域レベル 東京都や近隣自治体と連携し、
共同の施設利用を検討する。

市域全体で捉えて、適正な施設
配置を検討する。

地域で必要なサービス提供量を
検討した上で、適正な施設配置
（配置バランス）を検討する。



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

 

公共施設再編に向けた具体的な検討 
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第３章 

１ 公共施設再編の検討事項 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

  公共施設再編に向けた具体的な検討 

１ 公共施設再編の検討事項 

(1) エリア（圏域）の再構築を踏まえた対応 

公共施設は施設利用を地域内の利用者に限っているものではありませんが、総合管理

計画においては、公共施設の量と質の最適化に向け、施設の状態や利用状況、配置バラ

ンス、周辺施設の整備状況、保有する機能や役割等を整理し、施設のあり方を検証した

上で、一定の範囲（地域）ごとに公共施設再編の検討を進めることとしています。 

また、第３次総合計画におけるエリア（圏域）における取組を踏まえ、公共施設再編

に当たっては、「学校」に多世代の住民が集う「きっかけ」がある中で、通学区域ごと

に子どもを中心に培われてきた地域コミュニティの更なる醸成を促進していきます。 

このため、市民の居場所や活動・交流の場といった地域レベルで必要なサービス提供

量を整理する公共施設の適正配置については、エリア（圏域）単位で提供する行政サー

ビスを考慮しつつ、「中学校通学区域」を基本に検討します。 

 

  

図9 学校の出前授業による子どもたちの意見を基に作成「住民の居場所・交流のイメージ」 

※市との連携事業により、武蔵野大学水谷俊博研究室（工学部建築デザイン学科）が制作・監修 
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第３章 公共施設再編に向けた具体的な検討 

１ 公共施設再編の検討事項 

(2) 適正配置の考え方を踏まえた空白地域や重複施設の解消 

施設分野ごとの適正配置の考え方を踏まえ、次のとおり空白地域や重複施設への対応

を検討します。 

表1 空白地域と重複施設への対応 

空白地域 
計画期間中の解消を基本とし、施設整備が困難な場合は、周辺の

類似機能施設によりサービスを補完 

重複施設 対象施設の更新時期や利用状況等を踏まえ、その解消を検討 

 

 

施設分野ごとの適正配置等の考え方は、エリア（圏域）単位で提供する行政サービス

を考慮しつつ、総合管理計画の「施設分野ごとの管理方針」において、以下のとおり示

しています。 

表2 主な施設分野の適正配置等の考え方 

図書館 
将来的に求められる図書館のあり方（機能・役割等）を踏ま

え、地域館の役割を整理した上で検討 

公民館 

他の公共施設を利用した主催講座の実施やオンライン講座

等、身近な場所でのサービス提供が可能となるように、生涯

学習における支援体制の充実を図る。 

市民交流施設 

誰もが身近に集える居場所として、地域型交流施設について

はエリア（圏域）に１か所程度を配置し、一般型交流施設に

ついては地域型交流施設が設置されていない小学校通学区

域に１か所程度を配置 

児童館 
子どもたちの居場所として、中学校通学区域での確保を基本

に配置し、学校の更新に併せた複合化を基本に検討 

学童クラブ 

児童が安全・安心に通える環境づくりのため、小学校内に配

置することを基本に検討し、定員超過率が著しい場合は、教

室等の利用や学校建替え時における学校内への整備等によ

り対応 

保育園 

公立保育園については、基幹型保育園（地域子育て支援セン

ター併設の保育園）に位置付け、中学校通学区域に1か所程

度を配置し、中学校との複合化を基本に検討 

高齢者福祉施設 

福祉会館・老人福祉センターについては、高齢者の健康相談

や健康の増進、教養の向上等に資する施設として、その他の

施設の活用も視野に中学校通学区域におおむね１か所配置 
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第３章 

１ 公共施設再編の検討事項 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

(3) サービス機能の分類 

サービスに着目した施設利用の観点から、適切なサービス提供量を分野横断的に検討

するため、表３のとおり、市が公共施設で提供しているサービス機能を10種類に整理し

ました。施設分野とサービス機能の対応を整理すると、表４のとおりです。 

この10種類のサービス機能について、多様化・複雑化する行政需要を踏まえた行政サ

ービスの方向性等を整理し、公共施設の再編を検討する際の指標として「機能別の方針

（P16，17参照）」を示します。 

 

表3 サービス機能の分類表 
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第３章 公共施設再編に向けた具体的な検討 

１ 公共施設再編の検討事項 

表4 サービス機能と施設分野の対応表

 

表5 機能別の方針での整理項目 

  

項目 整理内容

機能特有の部屋・設備
「①必要となる部屋・設備」、「②サービス内容により必要となる部屋・
設備」と「③機能向上のために必要となる部屋・設備」について、サービス
機能の種類に応じた部屋・設備を示す。

民間活力の活用

業務委託（一部業務の委託化も含む。）や指定管理者制度の導入、民営化
に係る取組の方向性を示す。
※「民間」とは、民間企業のほか、公的機関や地域住民で構成される団体を
含む。

民間施設等の利用 類似サービスを提供している民間施設等による代替の可能性を示す。

効果的な他機能との組合せ
事業連携、部屋・設備の共用や相互利用等によるサービス向上が想定され
るサービス機能の組合せを示す。

配置レベル

エリア（圏域）単位で提供する行政サービスを踏まえ、想定されるサービ
ス提供の範囲（階層・配置レベル）を示す。
※施設分野ごとの適正配置の考え方については、施設分野ごとの管理方針に
おいて示す。

サービス機能の方向性
今後見込まれる人口構造の変化や社会状況の変化、総合計画で示す施策・
事業の方向性を踏まえ、計画期間内におけるサービスの方向性を示す。
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第３章 

１ 公共施設再編の検討事項 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

【機能別の方針】 

機能特有の部屋・設備
サービス

機能

－

 開架室（閲覧ス
ペース、乳幼児・

児童スペース、お
はなし会室）
 閉架室、資料保
管庫
 レファレンスス

ペース
 対面朗読室
 録音室

民間活力

の活用

基礎的な窓口サービスでは、手続の
オンライン化等を含め、効率的な

サービス提供体制を検討する中で、
民間活力の活用の可能性を模索する。

資料搬送等の部分的な業務委託を実
施しているものの、更なる民間活力

の活用の可能性については、現行の
図書館サービスと同程度又はそれ以
上の提供による利便性向上、民間委
託による人員体制における司書割合
の維持等、費用対効果の視点等から

有効性を検証し、導入の可能性を検
討する。

※貸館機能で必要
とされる部屋・設

備を利用してサー
ビスを提供
 展示室

市民と行政の協働による地域の学習
環境づくりが重要であるものの、社

会教育主事講習等規定の改正による
民間企業等への影響を捉えつつ、民
間活力の活用による学習活動への支
援について、今後の調査・研究が考
えられる。

 文化芸術に係る

発表・練習の場
 美術・工芸など
の展示スペース

指定管理者制度の導入により、活動
の場の提供だけでなく、文化芸術の

振興に係る事業の効果的な実施に寄
与している。既存施設の管理・運営
の安定化をより一層進めるため、指
定管理者制度のより効果的な活用方
策を検討する。

 集会室

貸館機能は、その他のサービス機能
との組合せによる提供を基本とし、

これを踏まえた公共施設の複合化に
応じて、より効率的な運営手法を検
討する。

図書情報
機能

学習支援
機能

行政機能

貸館機能

文化機能

 待合スペース
 相談室

－

－

 舞台・観客席
（照明設備、音響

設備、防音設備）
 リハーサル室
 楽屋
 機材等保管庫

 視聴覚室・音楽
室（映像設備、防

音設備）
 調理室（調理設
備）
 工作室、陶芸室

－

 集会室
 飲食スペース

 Wi-Fi機能
 環境制御された
保管庫
 学習・研究室

 Wi-Fi機能

－

－

必要
サービス内容

により必要

機能向上の

ために必要

 普通教室・特別
支援教室

 特別教室
 エンカレッジ
ルーム
 体育館
 Wi-Fi機能

学校教育
機能

地域とともにある学校づくりに向け
て、コミュニティ・スクール（学校

運営協議会制度）や地域学校協働活
動（学校応援団）を推進していく。

 特別支援学級
 給食室

 プール

 多目的スペース

 保育室・乳児室
 調理室（調理設

備）
 医務室
 園庭
 保育に必要なト
イレ（幼児用、多

機能）

保育機能

子どもやその保護者への影響に配慮
しつつ、公立保育園の民設民営化に

取り組む

 静養室
 相談室

 活動室
福祉機能

高齢者を対象とした各種講座や教室、
フレイル予防事業、介護予防事業に

取り組んでおり、民間活力の活用及
び連携による効果的・効率的なサー
ビス向上を図る。

 誰もがスポーツ
に関われる場

 身近に軽スポー
ツができるスペー
ス

スポーツ
機能

スポーツの場の提供だけでなく、効
果的なイベント等の企画・運営のた

め、指定管理者、総合型地域スポー
ツクラブや体育協会等と引き続き連
携を図り、サービスを提供していく。

－

 健診の受診ス
ペース

 高齢者福祉サー
ビスの提供の場
（機能訓練室、ト
レーニングルーム
など）

 障害福祉サービ
スの提供の場（機
能回復訓練室
、作業訓練室など

 グラウンド
 体育室

 武道場
 トレーニング
ルーム
 プール
 更衣室

 床暖房

 Wi-Fi機能

 夜間照明
 観客席

 子どもの居場所
となるスペース子ども・

子育て
支援機能

子どもを対象としたイベントや居場
所づくりにおいて、業務委託や指定

管理者制度の導入に取り組んでおり、
引き続き段階的な民間活力の活用に
より、民間事業者のノウハウを活用
したサービス向上を図る。

 遊戯室、子育て
広場

 集会室
 図書室
 育成室（調理設
備）
 静養室

 床暖房
 学習スペース

 飲食スペース
 Wi-Fi機能
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第３章 公共施設再編に向けた具体的な検討 

１ 公共施設再編の検討事項 

 

効果的な

他機能との組合せ

－

 学習支援機能
 学校教育機能

 子育て支援機能

 図書情報機能
 文化機能

 貸館機能
 学校教育機能

 子育て支援機能
 スポーツ機能

 文化機能
 学校教育機能

 スポーツ機能

民間施設等

の利用

基礎的な窓口サービスの代替として、
マイナンバーカードを活用したコンビ

ニエンスストアでの証明書交付サービ
スが実施されており、引き続きマイナ
ンバーカードの普及促進に取り組む。

資料提供において、近隣自治体の公立
図書館の相互利用のほか、東京都立図

書館を含めた都内の市町村立図書館と
の協力連携、国立国会図書館や武蔵野
大学との連携を継続させ、サービス向
上を図る。

地域課題や市民ニーズに応じた講座等
の開催や学習支援では、民間施設等の

代替利用は難しく、関係部署での積極
的な庁内連携を図りつつ、市が中心と
なって効果的なサービス提供に努める。

ホールやその他の文化芸術活動の場の
提供については、近隣自治体の文化施

設の活用等、広域連携の可能性を検討
する。

都営住宅やUR団地の集会所等の様々
な地域資源の活用が考えられるが、地

域コミュニティの形成に寄与する身近
な公共施設として、市が一定程度確保
していく。

サービス機能の方向性

 行政手続のオンライン化やマイナンバーカードの普及促進等、代
替サービスの影響による基礎的な窓口サービスの利用状況の変化を

考慮しつつ、サービス提供量の見直しを検討する。

 学校を核としたまちづくりに向け、福祉や生活に関する様々な相
談を受け付ける相談窓口を設置し、課題に応じて適切な相談支援機
関につなぐことで、課題解決に向けた支援を行う。

 現行図書館施設の狭あいによる蔵書収容能力、閲覧スペース・閲
覧席の不足、滞在型施設の対応等の課題は、中央館・地域館の役

割・機能等の在り方や、将来的な新中央図書館としての施設機能を
検討するなかで対応する。当面の間は、既存の公共施設等の活用に
よるサービスの充実を図る。

 図書館利用に課題がある人も利用しやすい環境づくりのため、宅

配サービスや団体貸出、図書サービスポイントにおける予約本の受
取りに取り組んでおり、さらに図書館以外の公共施設の有効活用に
取り組む。

 資料の収集、保管を適切に行い、市の歴史文化を確実に継承する。

そのためのデジタルアーカイブへの対応を図る。

 人生100年時代を見据え、誰もが地域の身近な場所で主体的に学
び続けられるように、市民の学習ニーズに応じた多様な学習機会の

充実に努めるとともに、施設に捉われないアウトリーチ型の学習支
援等効果的なサービス提供体制の構築を検討する。

 文化施設を拠点として文化芸術の鑑賞の場や体験の機会を提供す
るとともに、身近な文化芸術活動の場として他の公共施設が活用可

能であることから、積極的な周知に努め、地域における文化芸術の
振興に寄与する。

 将来的には、民間施設や近隣自治体の施設の状況、市民ニーズを
踏まえつつ、興行と市民利用のバランスに配慮したホールの規模や

機能を検討する。

 貸館機能は、その他のサービス機能との組合せによる提供を基本
とし、市民交流施設の積極的な複合化を検討する。

 地域に点在する福祉拠点や公共施設の有効活用により、様々に活
動できる身近な場所を充実させるとともに、コミュニティ施策とあ
わせた取組により、誰でも気軽に集い、世代を超えた交流ができる
居場所作りを進める。

配置

レベル

市域
地域

 図書情報機能
 文化機能

 貸館機能
 子育て支援機能
 保育機能
 スポーツ機能

プール施設の整備において、各小・中
学校の立地条件や周辺環境の違い等を

考慮しつつ、複数校による共同利用や
公共・民間プールの代替施設としての
利用について、学校施設の建替え時に
おける対応を検討する。

 学校施設の老朽化対応にあわせて個に応じた教育が実践できる学
習環境の確保を目指すとともに、児童生徒数や学級数の将来見込み

を検証しつつ、適正規模・適正配置の取組を進める。

 学校を核としたまちづくりに向け、学校施設を様々な人が集い、
交流・活動できる施設とするため、統一的な運用基準による学校施
設の地域利用に取り組むとともに、建替え時には、児童生徒の安全

性に配慮したセキュリティ対策を前提としつつ、地域のキーステー
ションとして必要な機能を備えた複合施設の整備を検討する。

地域

地域

広域
市域
地域

地域

地域

 学校教育機能

 子育て支援機能
 スポーツ機能

 文化機能
 貸館機能

 学校教育機能
 子育て支援機能
 福祉機能

市内の保育需要に対しては、これまで
私立保育園も含めて一定数の保育園を

整備しているため、現状を維持しつつ、
公立保育園と私立保育園が連携しなが
ら、引き続き多様な保育サービスの提
供に努める。

福祉会館などは、高齢者の健康増進、
教養の向上、レクリエーション等に寄

与する身近な公共施設として、市が確
保しつつ、民間施設との連携等による
活動場所の拡充を図る。

企業・民間スポーツ施設や大学施設の
利用促進・連携の検討、近隣自治体と

の相互利用により、スポーツができる
機会を確保していく。

 公立保育園については、今後、基幹型保育園（地域子育て支援セ
ンター併設の保育園）に位置付け、中学校通学区域に1か所の配置を

検討する。

 安心して子育てしやすい環境づくりのため、ライフスタイルの多
様化等に伴い変化する子育て家庭のニーズを的確に捉えた上で、多
様な保育サービスの提供に努め、子育て支援拠点として在宅で子育

てをする家庭への支援、障害児・医療的ケア児が保育園等を利用で
きる環境整備、支える家族の一時的な休息（レスパイト）ができる
支援等受入体制の強化を図る。

 高齢者の社会参加を通じた健康増進のため、福祉会館・老人福祉
センターのほか、既存施設の有効活用により、教養、文化芸術、ス

ポーツ・レクリエーション等の活動の機会を充実させる。

 障害福祉サービスについては、利用者数の動向や利用者の障害の
状態像における変化を捉えつつ、適切な支援を持続的に受けること
ができるようにサービスを確保する。また、障害のある人の自己決

定が尊重され、社会参加できるよう、障害種別に応じた地域交流や
普及啓発を推進する。

 市民の健康増進を図るため、ニュースポーツ等の新たな需要増へ
の対応も踏まえつつ、地域の身近な場所で健康づくりや運動を行う

ことができるように、スポーツ施設のほか、学校施設等既存施設の
有効活用に取り組むことで、地域環境の充実に取り組む。

地域

市域
地域

広域
市域
地域

 図書情報機能
 文化機能

 学校教育機能
 福祉機能
 スポーツ機能

児童館等の子どもの居場所は、市内の
子どもが近隣自治体の施設を利用する

といったように相互利用されているが、
市内の公共施設の必要性は変わらない
ため、引き続きサービスの維持・向上
を図る。

 児童館を中心に子どもたちの居場所を確保しつつ、様々な体験が
できる機会の提供等により、引き続き年代を超えた交流の機会を創

出する。また、子育てひろばや地域子育て支援センターでは、乳幼
児とその保護者の居場所を確保する。

 放課後の児童の居場所として、児童館や学童クラブの活用のほか、
放課後子供教室との連携等、居場所の充実を図る。

地域
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公共施設再編に向けた具体的な検討 

 

(4) 学校の有効活用 

「学校が地域のキーステーション」であるとの認識のもと、学校の有効活用に取り組

み、多様な世代や属性の人が集い、交流・活動できる施設として、学校施設を地域で利

用していくことで、将来にわたり学校を中心として、誰もが住み慣れた地域で安心して

暮らすことができるまちづくりを進めていきます。 

このため、学校施設更新の際には、地域市民の意見を聴きながら、地域の課題や特性

に応じて複合化等を検討していきます。中学校では、地域の方々にとって身近な相談窓

口や、会議・集会・文化芸術活動等の様々な活動が可能な交流スペースの設置を検討し

ていきます。 

また、学校施設の地域利用等により、社会教育等その他の活動の場としても利用可能

となるように、学校施設を多機能化することで、複合化による機能確保を想定しない場

合においても、幅広い市民活動への対応を図っていきます。 

 

図10 学校施設の更新イメージ 
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(5) 提供するサービス機能 

 中学校区では、身近な相談窓口の設置による「相談機能の強化」、コミュニティの形

成及び活性化のための「コーディネート機能の充実」、様々な人や主体が交流するため

の年齢を問わない「居場所の確保」、誰もが生きがいやつながりづくりができる「社会

参加の機会創出」、心と体のための「健康づくり（運動）の推進」といった行政サービ

ス機能を展開していきます。 

 一方で、再編計画では、学校を核としたまちづくりを推進するため、10種のサービス

機能に着目した公共施設の再編を図りつつ、エリア（圏域）ごとに提供すべきサービス

機能を整理していきます。 

また、学校との複合化の対象を、学校施設と同時期に更新時期が到来する公共施設と

するだけでなく、築浅の公共施設においても効果的な施設は検討範囲に含め、地域の特

性を考慮した複合化に取り組んでいきます。 

 

(6) 公共施設の複合化等における視点 

 公共施設等総合管理計画の目標である【市民サービスの維持・向上を実現できる「将

来見通しを踏まえた持続可能で自立的な自治体経営の確立」】に向けて、公共施設の量

と質の最適化を図る観点から、以下４つの視点を考慮し、公共施設の複合化等を検討し

ます。 

なお、学校施設は公共施設全体の６割程度の延床面積を占めており、学校施設を中心

に公共施設等マネジメントに取り組むことが、効果的・効率的な整備へとつながる観点

から、まずは学校施設との複合化等を基本に検討することとします。 

① 学校施設との複合化等の推進 

学校施設との複合化等を推進することにより、効果的・効率的な管理運営やライ

フサイクルコストを縮減しつつ、財政負担の軽減・平準化を図ります。また、地域

市民のニーズに応じた学校施設の地域利用を推進する視点から、学校施設が保有す

る既存機能や諸室規模・設備等の向上（図書室、体育館、校庭等）についても検討

します。 

② エリア（圏域）における取組 

学校施設との複合化等では、児童・生徒の学びの場としてだけでなく、地域にと

っても社会教育（生涯学習）の場となるとともに、伝統文化や行事の継承等を通じ

て、地域のコミュニティの形成にも寄与することが重要となります。また、「学校

を核としたまちづくり」を推進し、地域の課題を地域で解決できる仕組みづくりを

形成するため、身近に相談できる窓口やコーディネート機能を保有することが効果

的であると想定します。 
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公共施設再編に向けた具体的な検討 

 

③ 防災機能の強化 

学校施設は、災害時における地域の避難所として重要な役割を担っており、その

役割を十分に果たしていくためにも、避難所としての防災機能を一層強化していく

ことが必要となります。 

また、トイレや備蓄倉庫、情報通信設備、非常用電力等の確保を図るとともに、

避難所機能を前提としたレイアウトやセキュリティ確保、プライバシーへの配慮に

ついても考慮します。また、ユニバーサルデザインの採用やバリアフリー化を図り、

全ての利用者に優しい機能を推進します。 

 

④ 教育環境の向上 

学校施設の複合化等に当たっては、地域住民や他の公共施設の関係者等、従前の

単独の学校施設の場合に比べ、多様な市民が集まるという複合施設としての特徴を

生かし、学校教育活動への連携・協力や施設管理等へ地域の人材の活躍も併せて検

討することが考えられます。 

 

(7) 学校施設における標準的な複合化等の基本的な考え方 

 これまで実施した「地域の拠点となる学校施設で提供すべきサービス機能」や「学校

にあったら良いサービス機能」についてのアンケートでは、延べ670件の回答をいただ

き、その結果は下図のとおりとなりました。 

 

0

5

10

15

20

0

20

40

60

80

100

120

図11 学校施設で提供すべきサービス機能のアンケート結果
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１ 公共施設再編の検討事項 

このアンケート結果や前述の４つの視点を踏まえ、学校施設との複合化等を検討する

標準的なサービス機能は、「行政機能」、「貸館機能」、「子ども・子育て支援機能」、「保

育機能」、「図書情報機能」、「文化機能」、「スポーツ機能」が想定されます。 

この内、「図書情報機能」、「文化機能」、「スポーツ機能」については、従来の学校施

設においても一定程度の機能や設備を有していることから、地域利用を視野に、セキュ

リティ対策等を前提とした上で多機能化※を基本に検討します。 

※全面的な施設整備ではなく機能を高める「高機能化」を含んでいます。 

 

 

 

 

表６ 学校教育機能と他のサービス機能の想定される手法 
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１ 公共施設再編の検討事項 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

(8) 個別施設の分析結果を踏まえた手法の選択 

更新や統廃合等の対応策の時期及び内容は、個別施設のハード・ソフト・コストの指

標を用いた総合的な評価や多角的な分析、公共施設で提供されているサービス機能に着

目した評価の結果を踏まえ、次のとおり検討します。 

 

① 優先検討施設への対応 

計画期間中に法定耐用年数を経過する施設又は既に超過している施設、早期に取

組む課題のある施設を「優先検討施設」として位置付け、計画期間中の対応を検討

します。 

なお、課題のある施設については、建物性能と施設状況（利用状況・コスト）の

組合せにより、総合的な視点から定量的な二軸分析を施設分野ごとに行うことで抽

出します。 

 

② 想定される手法を踏まえた対応 

個別施設について、「建物」と「機能」それぞれの視点から、公共施設再編の検

討基準となる方向性を検証した上で、計画期間中に想定される対応策を整理します。 

実際の対応策については、想定される手法を踏まえつつ、総合的な視点から検討

します。 

 

(9) その他の個別課題への対応 

個別施設の分析結果に限らず、施設分野ごとのあり方、各種計画や方針、施設別行

政コスト計算書におけるセグメント分析等で示されている課題や今後の対応の方向

性を踏まえ、対応策の内容を検討します。 
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２ 個別施設の分析手法 

２ 個別施設の分析手法 

公共施設再編における対応策の時期や内容の検討に当たり、公共施設再編の検討方法

の視点を踏まえつつ、ハード・コスト・ソフトに関する情報を把握・整理した上で、優

先的に対応すべき公共施設や想定される対応策を検証するため、個別施設の分析を行い

ます。 

 

(1) Step1 個別施設の現状把握 

Step１個別施設の現状把握では、施設カルテ2022や施設別行政コスト計算書6等を基

に、表７のとおり、８項目の基礎データを整理した上で、５段階評価を行います。 

また、５段階評価の結果は、視覚的に分かりやすく公共施設の状況を把握するため、

レーダーチャートにより示します。 

図12 レーダーチャートのイメージ 

 

 
6 施設別行政コスト計算書：施設単位で費用及び収益を集計し、経年での比較や施設分野内での比較を行うことで施設

コスト情報の「見える化」を図り、公共施設マネジメント等に活用することを目的としたもの。 
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第３章 公共施設再編に向けた具体的な検討 

２ 個別施設の分析手法 

表7 個別施設の現状把握において整理する項目 

 

(2) Step2 優先検討施設の検証 

Step２優先検討施設の検証では、Step１で把握した８項目の基礎データを活用しつ

つ、ハード・コスト・ソフトの指標値を偏差値化し、総合的な視点から施設分野ごとに

二軸分析を行います。 

図13 二軸分析（ポートフォリオ図）のイメージ 

項目 内容 評価方法
評価基準

５点 ４点 ３点 ２点 １点

健全度
建物部位や設備の劣化状
況を４段階で評価して点
数化したもの

平成30年度実施の簡易
劣化診断結果を基に、
令和４年度までの改修
工事等による改善状況
を反映させて絶対評価

70点以上
60点以上
70点未満

50点以上
60点未満

40点以上
50点未満

40点未満

残存
耐用
年数

法定耐用年数に対する残
存年数の割合

2023年時点の割合を算
出して絶対評価

70％以上
50％以上
70％未満

30％以上
50％未満

10％以上
30％未満

10％未満

耐震性
耐震安全性(用途係数)及
び耐震化の状況

構造設計指針（東京都
財務局）を参考に分類
して絶対評価

Ⅰ類
1.50

Ⅱ類
1.25

Ⅲ類
1.00

－
耐震性なし
または
不明

バリア
フリー

施設カルテ2022で把握
しているバリアフリー対
応(自動ドア、エレベー
ター、誰でもトイレ、障
害者用駐車場)

充足している項目数に
よる絶対評価
※１

４つ ３つ ２つ １つ なし

維持
管理
経費

施設別行政コスト計算書
(令和４年度決算値)で把
握している維持管理経費
と減価償却費

延床面積１㎡当たりコ
ストに換算して相対評
価（全施設の平均値と
の比較）

60％未満
60％以上
80％未満

80％以上
120％未満

120％以上
140％未満

140％以上

運営
経費

施設別行政コスト計算書
(令和４年度決算値)で把
握している運営経費と移
転費用

利用者１人当たりコス
ト等に換算して相対評
価（施設分野の平均値
との比較）

60％未満
60％以上
80％未満

80％以上
120％未満

120％以上
140％未満

140％以上

更新等
費用

建物の法定耐用年数、建
物部位や設備の改修周期
等を踏まえ、施設を同じ
規模や設備水準で維持し
た場合の更新費用等

延床面積１㎡当たりコ
ストに換算して相対評
価（全施設の平均値と
の比較）

60％未満
60％以上
80％未満

80％以上
120％未満

120％以上
140％未満

140％以上

利用
状況

利用者数や利用率等施設
分野ごとの主な指標

利用率や利用者数等を
用いた絶対評価又は相
対評価（施設分野の平
均値との比較）

※指標ごとに設定
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２ 個別施設の分析手法 

二軸分析では、ポートフォリオ図の象限Ⅰに分類された個別施設を「課題のある施設」

とし、計画期間中に法定耐用年数を経過する施設又は既に超過している施設と併せ、「優

先検討施設」として位置付けることで、計画期間中における公共施設再編の対応を優先

的に検討します。 

 

［分析対象外の施設分野について］ 

偏差値化については、全施設又は施設分野内での比較を行いますが、施設数が少数

である施設分野内では適当な分析とはなりません。また、施設特性から公共施設再編

の優先度の分析に適していない施設分野もあることから、以下の施設分野については

分析対象外とします。 

 

市庁舎、出張所、文化施設、学童クラブ、保健福祉施設、高齢者福祉施設(高齢

者在宅サービスセンター・高齢者センター)、障害福祉施設、消費者センター、

消防・防災関連施設、環境施設、子ども総合支援施設、その他の社会教育施設、

その他諸施設 

 

① 建物性能(ハード)の偏差値について 

建物性能(ハード)については、表８のとおり、健全度、残存耐用年数2、耐震性とバリ

アフリーの４項目を活用し、全施設での比較による偏差値を算出します。 

表8 建物性能(ハード)の偏差値の算出方法 

 

② 施設状況(コスト＋ソフト)の偏差値について 

施設状況(コスト＋ソフト)については、表９のとおり、コスト指標として維持管理経

費・運営経費・更新等費用、ソフトの指標として利用状況の４項目を活用し、施設分野

内での比較による偏差値を算出します。 
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２ 個別施設の分析手法 

表9 施設状況(コスト＋ソフト)の指標値の算出方法 

 

(3) Step３ 想定される対応策の検証 

公共施設再編においては、単に「建物」だけでなく、そこで提供している「サービス」

や「施設の使われ方」を整理し、分野横断的な視点による検討を行うこととしています。 

図14 公共施設が「建物」と「機能」を保有しているイメージ 

 

これを踏まえ、Step３想定される対応策の検証においては、建物に着目して計画的保

全の手法を検証するとともに、機能にも着目して再編手法を検証します。 

検証に当たっては、Step１個別施設の現状把握における基礎データの５段階評価を

組合せ、マトリックス図を用いて、建物・機能それぞれの今後の方向性を分析します。 

また、想定される再編手法の検証のため、今後の行政サービスの方向性等を示す「機

能別の方針」を踏まえ、各施設が保有する機能について評価を行います。 

 

項目 各項目の偏差値化の方法
コスト・ソフトの
偏差値の算出方法

施設状況の
偏差値の算出方法

維持管理
経費

延床面積１㎡当たりコストを全施
設での比較により偏差値化

左記３項目の偏差値を合計し、
施設分野内での比較により偏
差値化 コスト・ソフトの偏差値を合

計し、施設分野内での比較に
より偏差値化

運営経費
利用者１人当たりコスト等を施設
分野内での比較により偏差値化

更新等
費用

延床面積１㎡当たりコストを施設
分野内での比較により偏差値化

利用状況
※

利用率や利用者数等を施設分野内
での比較により偏差値化

各評価指標の偏差値を合計し、
施設分野内での比較により偏
差値化

※多角的な分析のため、必要に応じて１つの施設分野に対して複数の評価指標を使用
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２ 個別施設の分析手法 

図15 想定される対応策の流れ 

 

① 建物・機能の方向性について 

［建物の方向性］ 

Step１個別施設の現状把握における「健全度」と「残存耐用年数」の評価点を組み合

わせ、図16のとおり、今後の施設保全の方向性を３段階で評価します。 

図 16 建物の方向性の評価基準と評価内容 

［機能の方向性］ 

Step１個別施設の現状把握における「利用状況」と「運営経費」の評価点を組み合わ

せ、図17のとおり、施設運営における改善の方向性を３段階で評価します。 

図 17 機能の方向性の評価基準と評価内容 
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２ 個別施設の分析手法 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

② 保有機能の評価について 

想定される再編手法の検証に活用するため、表10のとおり、「機能別の方針」を  

踏まえつつ、分野横断的な視点から個別施設が保有している主なサービス機能に  

ついて分析を行います。 

表10 保有機能の評価項目

 

  

項目 評価内容 評価方法

需給バランス
近年における利用状況の増減率を把握し、機
能縮小(減築)の可能性を検討する

平成28～30年度の利用状況の平均値を１と
した場合に対する令和４年度の値の増減率を
算出

配置バランス
サービス機能の重複を把握し、機能縮小(減
築)や集約化の可能性を検討する

中学校通学区域内において同じサービス機能
を保有する公共施設の有無を確認

保有設備等※
各施設の部屋ごとの設備等を把握し、多機能
化の可能性を検討する

機能別の方針(機能特有の部屋・設備)を踏ま
え、サービス提供に必要な部屋の規模や設備
を整理した上で、現状と比較

民間施設等
による代替

代替の可能性がある民間施設等の有無を把握
し、機能縮小(減築)の可能性を検討する

機能別の方針(民間施設等の利用)を踏まえ、
中学校通学区域内において、代替の可能性が
ある民間施設等の有無を確認

他機能との
組合せ

効果的な組合せとなるサービス機能を保有す
る公共施設の有無を把握し、複合化の可能性
を検討する

機能別の方針(効果的な他機能との組合せ)を
踏まえ、中学校通学区域内において、効果的
な組合せとなるサービス機能を保有する公共
施設の有無を確認

民間活力の
活用

民営化の可能性の有無を把握し、民営化(譲
渡)の可能性を検討する

機能別の方針(民間活力の活用)を踏まえ、各
施設における民営化の可能性を確認

※既存施設の有効活用の視点から、活動場所の提供における分析を行うため、文化機能、貸館機能とスポー
ツ機能のみを対象とする。
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第３章 公共施設再編に向けた具体的な検討 

２ 個別施設の分析手法 

③ 想定される対応策について 

建物・機能の方向性や保有機能の評価を踏まえ、「建物」と「機能」それぞれの視点

により、「建物」に対する計画的保全の手法、「機能」に対する再編手法を個別施設ごと

に検証します。 

 

［計画的保全の手法の判断基準］ 

「建物」に対する計画的保全の手法としては、表 11の判断基準に基づき、更新、

長寿命化、大規模修繕、適切な保全の４項目を検討します。 

表 11 計画的保全の手法の判断基準 

 

［再編手法の判断基準］ 

 「機能」に対する再編手法としては、表 12の判断基準に基づき、機能縮小(減

築）、複合化、集約化、多機能化と民営化(譲渡)の５項目を検討します。 

表 12 再編手法の判断基準 

 

手法 判断基準

更新

• 建物の方向性が「建替検討」

• 建物の方向性が「改修検討」かつ計画期間中に耐用年数を経過(すで

に超過している場合を含む）

長寿命化
• 建物の方向性が「改修検討」かつ残存耐用年数が20％以上(RC造の施

設のみ)

大規模修繕 • 建物の方向性が「改修検討」かつ計画期間中に耐用年数を経過しない

適切な保全 • 建物の方向性が「維持保全」

手法 判断基準

機能縮小(減築)

• 機能の方向性が「抜本的見直し」

（利用状況の増減率が１より大きく、かつ、同一機能を有する公共施

設や民間等の代替施設がない場合は非該当）

複合化

• 効果的な組合せと考えられる他機能が地域内に存在

（機能の方向性が「改善・見直し」「維持向上」の場合は、計画的保

全の手法として更新が想定される場合に限る。）

集約化

• 機能の方向性が「抜本的見直し」又は「改善・見直し」、かつ同一機

能が地域内に存在

（機能の方向性が「改善・見直し」の場合は、計画的保全の手法とし

て更新が想定される場合に限る。）

多機能化 • 設備面から新たな提供が想定されるサービス機能あり

民営化(譲渡) • 民営化の可能性あり
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第３章 

２ 個別施設の分析手法 

公共施設再編に向けた具体的な検討 

 

 

 

 

 

 
 

  

図18 再編手法のイメージ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

 

個別施設の分析結果と今後の方向性 

（中学校通学区域別） 
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第４章 

《計画の見方》 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

  個 別 施 設 の分 析 結 果 と今 後 の方 向 性 （中 学 校 通 学 区 域 別 ） 

《計画の見方》 

 【中学校通学区域について】 

   エリア（圏域）の再構築を踏まえた対応（P12参照）として、中学校通学区域を

一定の範囲（地域）として公共施設再編の検討を進めます。 

 【適正配置の状況】 

施設分野ごとに、適正配置等（P13表２参照）の状況を示しています。施設分野

で重複している場合には、重複の解消を検討し、空白となっている場合は配置を検

討していきます。 

また、市民交流施設の一般型交流施設は、地域型交流施設を補完する観点から、

地域型交流施設が設置されていない小学校通学区域内に１か所程度を配置する 

考えとしているため、小学校通学区域での配置状況を記載しています。なお、小学

校通学区域内に市民交流施設が配置されているものの、配置場所が当該中学校 

通学区域外にある市民交流施設には、当該施設名に括弧を付して表しています。 

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】 

優先検討施設（P22参照）として位置付けられた施設の方向性を示しています。 

①残存耐用年数 

法定耐用年数（総合管理計画 P114参照）から、施設の経過年数を差し引いた年

数です。 

②建物の方向性・機能の方向性 

個別施設の分析（P23 参照）により、優先的に対応すべき公共施設や想定され

る対応策を検証するため、個別施設の分析を行っています。この分析による評価 

結果（P27参照）を３段階で示しています。 

③計画的保全の手法 

個別施設の分析・評価結果（P29 表 11 参照）から、「建物」に対する計画的   

保全として、想定される手法を示しています。 

④再編手法 

個別施設の分析・評価結果（P29 表 12 参照）から、「機能」に対する想定され

る再編手法を示しています。 

⑤公共施設再編の方向性 

適正配置の状況や個別施設の分析結果等から、現状で想定される対応の方向性

を一例として示しています。 

実際の公共施設再編においては、エリア（圏域）における取組を踏まえて、地域

特性を考慮しつつ、市民意見を聴きながら検討していきます。 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

《中学校通学区域全図》 

《中学校通学区域全図》 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 7  

 ２  

 9  

 6  

 4  

 5  

 1  

 3  

 8  

 １  田無第一中学校通学区域 

 ２  保谷中学校通学区域 

 ３  田無第二中学校通学区域 

 ４  ひばりが丘中学校通学区域 

 ５  田無第三中学校通学区域 

 ６  青嵐中学校通学区域 

 ７  柳沢中学校通学区域 

 ８  田無第四中学校通学区域 

 ９  明保中学校通学区域 

 

※中学校通学区域全図は、全体の配置をお示しするために掲載しています。 

各中学校通学区域の詳細は、次ページ以降の中学校通学区域別の図をご覧ください。 
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第４章 

１ 田無第一中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

芝久保コミュニ
ティセンター

8年 更新 芝久保小学校の通学区域において、現状、適正配置と
なっているため、学校等の施設更新に併せた複合化等
を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

芝久保小学校
5年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

田無第一中学校
10年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

田無児童館

5年 更新 都営住宅に設置されているため東京都による建替えの
動向を伺いつつ、南部地域における児童館の再編成
（特化型児童館の整備）と併せ、重複施設の解消に向
けた集約化等を検討する。

Ⅱ Ⅱ
複合化、集約化
多機能化

新町児童館
4年 更新 周辺の公共施設の配置状況等を踏まえ、地域における

子どもの居場所として求められる設備や施設規模と併
せた複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化、多機能化

田無学童クラブ
5年 更新 都営住宅に設置されているため東京都による建替えの

動向を伺いつつ、定員超過の状況や将来見込みを踏ま
え、田無小学校内への移転を検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流
施設の配置

市民交流施設

芝久保小学校 芝久保コミュニティセンター 適正

あり上向台小学校 上向台市民集会所 適正

田無小学校 （緑町コミュニティセンター）、（田無町市民集会所） 重複

児童館 田無児童館、芝久保児童館、新町児童館 重複

基幹型保育園 － 空白

福祉会館等 新町福祉会館 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

１ 田無第一中学校通学区域 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

１ 田無第一中学校通学区域 

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

新町学童クラブ
4年 更新 上向台小学校のほか、向台小学校の児童が利用してい

るため、向台小学校の児童の受け皿を考慮しつつ、上
向台小学校内への移転を検討する。Ⅰ Ⅲ 複合化

北芝久保
学童クラブ

8年 更新 芝久保小学校の更新に併せ、芝久保小学校内への移転
を検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化

芝久保第二
学童クラブ

5年 更新 芝久保小学校の更新に併せ、芝久保小学校内の配置を
検討する。Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

芝久保保育園

△1年 更新 「西東京市公設民営保育園の民設民営化計画」に基づ
き、民営化に向けて取り組むが、都営住宅に設置され
ている保育園の民設民営化には一定程度課題があり、
また基幹型保育園の空白地域でもあるため、移転と併
せた対応を検討する。

Ⅱ Ⅲ 複合化、民営化

新町福祉会館
4年 更新 新町市民集会所の廃止を踏まえ、現地での建替えを想

定しつつ、建替えに当たっては、複合化を含め、新町
地域の福祉の充実を踏まえた施設内容を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化、多機能化

 

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 

２ 保谷中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

保谷町
市民集会所

△7年 更新 保谷小学校の通学区域において、現状、適正配置と
なっているため、学校等の施設更新に併せた複合化
等を検討する。Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

保谷小学校
4年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育

環境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目
指し、周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

保谷中学校
5年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育

環境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目
指し、周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

本町学童クラブ
4年 更新

保谷小学校の更新の際は、保谷小学校内の配置を継
続する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

はこべら保育園

2年 更新 基幹型保育園の空白地域であるため、施設更新に当
たっては、施設規模等に留意し、地域子育て支援セ
ンターを併設するとともに、仮園舎を必要としない
移転や、学校等の施設更新に併せた複合化等を検討
する。

Ⅰ Ⅲ 複合化、民営化

富士町福祉会館
8年 更新 施設更新に当たり、周辺施設との複合化等により、

地域共生社会の実現に向けた施設内容を検討する。Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化、多機能化

保谷町五丁目
倉庫

△7年 更新 保谷町市民集会所への対応に併せ、施設廃止を検討
する。Ⅱ － －

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

【適正配置の状況】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施設
の配置

市民交流施設

碧山小学校 富士町市民集会所 適正

なし保谷小学校 保谷町市民集会所 適正

本町小学校 － 空白

児童館 － 空白

基幹型保育園 － 空白

福祉会館等 富士町福祉会館 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

２ 保谷中学校通学区域  

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

３ 田無第二中学校通学区域 

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

北原市民集会所

△47年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すことと
しているため、学校等の施設更新に併せた複合化を検討
する。また、適正配置の考え方や取得の経緯も踏まえ、
重複施設の解消に向けた集約化等を検討する。

Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

谷戸第二小学校
9年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環境

の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、周
辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

消防団第１分団
詰所

9年 更新 仮設施設を必要としない移転と併せた施設更新を検討す
る。Ⅱ － －

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

【適正配置の状況】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流
施設の配置

市民交流施設

谷戸第二小学校
谷戸コミュニティセンター、北原市民集会所、
（谷戸第二市民集会所）

重複

あり住吉小学校 住吉町第二市民集会所 適正

田無小学校 （緑町コミュニティセンター）、（田無町市民集会所） 重複

保谷小学校 （保谷町市民集会所） 適正

児童館 北原児童館 適正

基幹型保育園 すみよし保育園 適正

福祉会館等 住吉老人福祉センター 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

３ 田無第二中学校通学区域  

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 

４ ひばりが丘中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

【適正配置の状況】

施設名
残存耐用年数 計画的保全の手法

公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

谷戸第二
市民集会所

△15年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すこと
としているため、学校等の施設更新に併せた複合化を
検討する。また、適正配置の考え方を踏まえ、重複施
設の解消に向けた集約化等を検討する。

Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

ひばりが丘
市民集会所

△5年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すこと
としているため、学校等の施設更新に併せた複合化を
検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化

谷戸小学校
7年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

ひばりが丘
福祉会館

9年 更新
施設更新に当たり、周辺施設との複合化等により、地
域共生社会の実現に向けた施設内容を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化、多機能化

ひばりが丘
二丁目倉庫

△5年 更新 ひばりが丘市民集会所への対応に併せ、施設廃止を検
討する。Ⅱ － －

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施
設の配置

市民交流施設

谷戸小学校 緑町市民集会所 適正

なし
中原小学校 ひばりが丘市民集会所 適正

谷戸第二小学校
谷戸第二市民集会所、(谷戸コミュニティセンター)、
(北原市民集会所)

重複

児童館 ひばりが丘児童センター 適正

基幹型保育園 － 空白

福祉会館等 ひばりが丘福祉会館 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

４ ひばりが丘中学校通学区域   

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

５ 田無第三中学校通学区域 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

芝久保図書館
9年 更新 図書館のあり方を踏まえ、複合化等の対応策を検討す

る。なお、対応の時期については、都営住宅の建替え
に係る東京都の動向を伺いながら検討する。Ⅱ Ⅰ 機能縮小（減築）、複合化

芝久保公民館
9年 更新 芝久保図書館と併せて、複合化等の対応策を検討する。

なお、対応の時期については、都営住宅の建替えに係
る東京都の動向を伺いながら検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化、多機能化

田無町市民
集会所

△22年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すこと
としているため、学校等の施設更新に併せた複合化を
検討する。また、適正配置の考え方を踏まえ、重複施
設の解消に向けた集約化等を検討する。

Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

芝久保第二
市民集会所

△19年 更新 けやき小学校通学区域内における施設の維持を視野に、
周辺施設と複合化することで、複合的なサービス提供
を検討する。Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

田無第三中学校
△2年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

西原北児童館
7年 更新 地区計画の活用等に併せた「一団地の住宅施設」に関

する都市計画の廃止を視野に、移転も含めた複合化等
の対応策を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化、多機能化

けやき第二
学童クラブ

7年 更新 けやき小学校内への移転を検討する。なお、移転時期
は西原北児童館への対応を踏まえて検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化

けやき保育園

7年 更新 地区計画の活用等に併せた「一団地の住宅施設」に関
する都市計画の廃止を視野に、地域子育て支援セン
ター併設を考慮した施設規模を確保した上で、移転も
含めた施設更新を検討する。

Ⅱ Ⅲ 複合化、民営化

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施
設の配置

市民交流施設
田無小学校 緑町コミュニティセンター、田無町市民集会所 重複

あり
けやき小学校 芝久保第二市民集会所 適正

児童館 西原北児童館 適正

基幹型保育園 けやき保育園 適正

福祉会館等 老人福祉センター 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

５ 田無第三中学校通学区域   
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第４章 

５ 田無第三中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

消防団第５分団
詰所

2年 更新
西原四丁目公共用地を活用した施設整備手法を検討する。

Ⅱ － －

西原総合教育
施設

7年 更新 地区計画の活用等に併せた「一団地の住宅施設」に関する
都市計画の廃止を視野に、周辺住民や施設を暫定利用して
いる関係部署・関係機関と調整しつつ、今後の活用を検討
する。

Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

  

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

６ 青嵐中学校通学区域 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

ひばりが丘北
市民集会所

△8年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すこ
ととしているため、学校等の施設更新に併せた複合
化を検討する。また、適正配置の考え方を踏まえ、
重複施設の解消に向けた集約化等を検討する。

Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

保谷第一小学校
4年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育

環境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目
指し、周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

栄小学校
7年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育

環境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目
指し、周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

ひばりが丘北
児童センター

5年 更新 周辺の公共施設の更新状況等を踏まえ、地域におけ
る子どもの居場所機能を確保するため複合化等を検
討する。Ⅰ Ⅲ 複合化、多機能化

ひばりが丘北
学童クラブ

5年 更新 栄小学校の更新に併せ、栄小学校内への移転を検討
する。Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

ひばりが丘北
第二学童クラブ

5年 更新 栄小学校の更新に併せ、栄小学校内への移転を検討
する。Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

保谷第一
学童クラブ

4年 更新 保谷第一小学校の更新の際は、保谷第一小学校内の
配置を継続する。Ⅰ Ⅲ 複合化

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施
設の配置

市民交流施設
保谷第一小学校 － 空白

あり
栄小学校 北町コミュニティセンター、ひばりが丘北市民集会所 重複

児童館 下保谷児童センター、ひばりが丘北児童センター 重複

基幹型保育園 － 空白

福祉会館等 下保谷福祉会館 適正

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

６ 青嵐中学校通学区域   

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 

７ 柳沢中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

東伏見
市民集会所

8年 更新 貸館機能施設は、複合的なサービス提供を目指すこと
としているため、学校等の施設更新に併せた複合化を
検討する。また、適正配置の考え方を踏まえ、重複施
設の解消に向けた集約化等を検討する。

Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

東伏見小学校
8年 更新 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅰ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

柳沢中学校
９年 長寿命化、大規模修繕 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

保谷柳沢第二
学童クラブ

△5年 更新 施設老朽化への対応のため、保谷第二小学校における
余裕教室の有効活用等による移転を検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化

やぎさわ保育園
4年 更新 施設更新に当たっては、基幹型保育園としての効果的

な運営に向けて、施設規模等に留意しつつ、学校等の
施設更新に併せた複合化等を検討する。Ⅰ Ⅲ 複合化、民営化

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施
設の配置

市民交流施設
保谷第二小学校 柳橋第二市民集会所、柳沢第三市民集会所 重複

あり
東伏見小学校 東伏見市民集会所、東伏見コミュニティセンター 重複

児童館 保谷柳沢児童館 適正

基幹型保育園 やぎさわ保育園 適正

福祉会館等 － 空白

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

７ 柳沢中学校通学区域   

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

８ 田無第四中学校通学区域 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

南町コミュニ
ティセンター

9年 更新 柳沢小学校の通学区域において、現状、適正配置と
なっているため、学校等の施設更新に併せた複合化等
を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

下宿コミュニ
ティセンター

19年 適切な保全
施設設置の経緯や適正配置の考え方を踏まえ、重複施
設の対応について検討する。Ⅲ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

向台小学校
7年 更新、長寿命化 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

柳沢小学校
12年 長寿命化、大規模修繕 「学校施設個別施設計画」の考え方に基づき、教育環

境の向上や地域コミュニティの核となる施設を目指し、
周辺施設との複合化等を検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、複合化、
集約化

田無柳沢
児童センター

7年 更新 田無柳沢学童クラブの跡地については、児童センター
として活用する。その際、南部地域における特化型児
童館の議論を踏まえた活用も併せて検討する。Ⅱ Ⅲ 複合化、多機能化

田無柳沢
学童クラブ

7年 更新
定員超過状況等を考慮し、柳沢小学校内へ移転する。

Ⅱ Ⅰ
機能縮小（減築）、複合化、
集約化

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流
施設の配置

市民交流施設

向台小学校 下宿コミュニティセンター、向台コミュニティセンター 重複

あり柳沢小学校 南町コミュニティセンター 適正

田無小学校 （緑町コミュニティセンター）、（田無町市民集会所） 重複

児童館 田無柳沢児童センター 適正

基幹型保育園 － 空白

福祉会館等 － 空白

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

８ 田無第四中学校通学区域   

※小・中学校の残存耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画 P114 参照）を基に算出しています。 
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第４章 

９ 明保中学校通学区域 

個別施設の分析結果と今後の方向性（中学校通学区域別） 

【適正配置の状況】

施設名

残存耐用年数 計画的保全の手法
公共施設再編の方向性
（計画期間内）建物の

方向性
機能の
方向性

再編手法

東町市民集会所
△12年 更新 東小学校の通学区域において、現状、適正配置となってい

るため、学校等の施設更新に併せた複合化等を検討する。Ⅱ Ⅱ 複合化、集約化

中町児童館
5年 更新 明保中学校の通学区域において、現状、適正配置となって

いるため、学校等の施設更新に併せた複合化等を検討する。Ⅰ Ⅲ 複合化、多機能化

中町学童クラブ
5年 更新

施設更新に併せて、碧山小学校内への移転を検討する。
Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

中町第二
学童クラブ

5年 更新
施設更新に併せて、碧山小学校内への移転を検討する。

Ⅰ Ⅱ 複合化、集約化

東学童クラブ
△1年 更新

施設老朽化への対応のため、東小学校における教室等の利
用による移転を含め、検討する。Ⅱ Ⅰ

機能縮小（減築）、
複合化、集約化

なかまち保育園
1年 更新 基幹型保育園が重複しているため、地域子育て支援セン

ターの機能移転や、なかまち保育園又はひがし保育園どち
らか１園について複合化・民設民営化等を検討する。Ⅰ Ⅲ 複合化、民営化

ひがし保育園
3年 更新 基幹型保育園が重複しているため、地域子育て支援セン

ターの機能移転や、なかまち保育園又はひがし保育園どち
らか１園について複合化・民設民営化等を検討する。Ⅰ Ⅲ 複合化、民営化

東町二丁目倉庫
△12年 更新

東町市民集会所への対応に併せ、施設廃止を検討する。
Ⅱ － －

【優先検討施設における公共施設再編の方向性】

施設分野等 配置されている施設

適正配置の状況

地域型交流施
設の配置

市民交流施設

東小学校 東町市民集会所 適正

なし
住吉小学校 （住吉町第二市民集会所） 適正

碧山小学校 （富士町市民集会所） 適正

保谷小学校 （保谷町市民集会所） 適正

児童館 中町児童館 適正

基幹型保育園 なかまち保育園、ひがし保育園 重複

福祉会館等 － 空白

・・・ 優先検討施設

・・・ その他の施設

（R●）・・・ 耐用年数到達年

＜凡例＞

９ 明保中学校通学区域   
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資料編 市民説明会実施結果 

資料編 

 

市民説明会実施結果 

～「公共施設等総合管理計画（素案）」及び「公共施設再編計画（素案）」に関する市民

説明会～ 

 

１ 目的 

公共施設等総合管理計画（素案）及び公共施設再編計画（素案）（以下「総合管理

計画等」という。）について、各市立中学校の体育館において、スライド説明及びパ

ネル展示を通じて、総合管理計画等の内容を市民に説明し、市民意見を聴取する。 

 

２ 日時及び会場 

 日 時 会場（学校名） 

① 令和５年12月2７日(木)午後７時から午後８時30分まで 保谷中学校 

② ８日(金)午後７時から午後８時30分まで 明保中学校 

③ 10日(日)午後７時から午後８時30分まで 青嵐中学校 

④ 11日(月)午後７時から午後８時30分まで ひばりが丘中学校 

⑤ 12日(火)午後７時から午後８時30分まで 田無第三中学校 

⑥ 13日(水)午後７時から午後８時30分まで 田無第一中学校 

⑦ 15日(金)午後７時から午後８時30分まで 柳沢中学校 

⑧ 16日(土)午後７時から午後８時30分まで 田無第二中学校 

⑨ 17日(日)午後７時から午後８時30分まで 田無第四中学校 

 ※各中学校体育館で実施 

 

３ 実施形式 

（1）2市職員からの説明 

スライド資料を用いた出前授業（※）の概要と総合管理計画等の内容説明及び説

明内容に対しての質疑応答を行った。 

（2）2ポスターセッション 

   会場に展示した総合管理計画等の概要と出前授業の実施結果（マネジメント通

信）、武蔵野大学工学部建築デザイン学科との連携事業で制作した「子どもたちが

思い描く新しい学校」デザイン画の観覧と個別の質問等への対応を行った。 

（3）2市ホームページにおける説明動画配信 

   市民説明会の開催日時や会場の都合上、ご参加いただけなかった方にも総合管理

計画等の内容をご理解いただくため、市民説明会での説明内容を動画としてまとめ、
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市ホームページに掲載した。 

※出前授業：市立小・中学校の子どもたちを対象に、公共施設の現状や課題等を説明

し、子どもの目線で将来思い描く学校についての意見を聴く取組 

 

４ 実施結果 

（1）参加者の状況等 

（単位：人） 

 実施日 会場（学校名） 当日来場者数 アンケート回答者数 

① 令和５年12月2７日(木)2  保谷中学校 ０ ０ 

② ８日(金)2  明保中学校 ０ ０ 

③ 10日(日)2  青嵐中学校 ２ ２ 

④ 11日(月)2  ひばりが丘中学校 ４ １ 

⑤ 12日(火)2  田無第三中学校 ４ ２ 

⑥ 13日(水)2  田無第一中学校 ７ ４ 

⑦ 15日(金)2  柳沢中学校 ５ １ 

⑧ 16日(土)2  田無第二中学校 10 １ 

⑨ 17日(日)2  田無第四中学校 14 ３ 

合計 46 14 

 

（2）市ホームページにおける動画配信 

配信期間 アクセス数 再生回数 

令和５年12月19日(火)から令和６年１月５日（金）まで 1,031 44 

 

 

５ 参加者からの主な意見 

【
計
画
全
体
に
関
す
る
こ
と
】 

  

・複合化の視点はよいと思う。 

・学校のセキュリティを考慮して建替えると、必要な経費が増えてしまい、目

標としているイニシャルコストの10％縮減はできないのではないか。 

・公共施設再編でのコスト削減の中には人件費も入っているのか。人件費削減

で職員が減るとサービス低下、職員負担の増加につながらないか不安であ

る。 

・中学校を中心に「学校を核としたまちづくり」というのはいまひとつ分から

ない。 
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【
学
校
に
関
す
る
こ
と
】 

（学校の建物や設備に関すること） 

・学校への複合化等に当たって、校舎や校庭の広さなど、必要な規模を確保で

きるよう考慮して欲しい。複合化によって、学校自体が狭くなってしまうこ

とは避けるべきである。 

・中原小学校のエレベーターが狭い。これから建替える学校はもっと広くして

欲しい。 

・地域住民が学校を子どもたちと一緒に使うという考え方はよいと思う。複合

化に当たって子どもたちの教育環境に影響がないよう、セキュリティ面を最

重要課題としてとらえ、安全・安心に最大限配慮した造りにして欲しい。 

・子どもの意見にもあるように、学校のプールを屋内温水プールにし、夏以外

でも使用できるようにするというのは大賛成である。 

 

（複合化に関すること） 

・コミュニティ施設など集える場があるとよい。 

・公園、運動場などのスポーツ施設など、いろんな人が集まってくるような夢

のある施設にして欲しい。 

・保育機能や高齢者福祉機能が複合化されるとよい。高齢者と子供たちが交流

できる場として学校が使えるようになれば、高齢者のフレイル予防や居場所

にもなり、生きがいにつながるため、地域の活動やコミュニティがより活発

になるのではないか。 

・現状、学校はとても閉鎖的だと感じている。複合化され地域に開放されるの

はよいと思うが、学校に何でも詰め込むことには反対である。 

・今後、少人数学級がどんどん進んでいく中で、図書館や公民館などを学校に

複合化した結果、全体的に狭くならないか心配である。 

・複合化で学校とその他の施設の供用部を一緒にしていいのか疑問である。 

・公民館などを学校に入れるのは危険ではないか。学校とはまったく合わない

と思う。 

 

（学校の施設開放に関すること） 

・校庭を利用できる時間が少ない。もっとスポーツのクラブ活動で利用しやす

くして欲しい。 

・学校に夜間照明を付けて、夜も子供や地域で校庭を使えるようにして欲しい。 

・けやき小学校は当初地域に開かれた学校として建設されたが、年月を経るに

つれて運用も変化してきた。これからの学校もそうならないか危惧してい

る。 

 

（その他） 

・子育て世代や高齢世代など多世代の意見を聞いて欲しい。 
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・建替協議会では教員の意見をよく聞くようにした方がよい。 

・未来の学校としてイメージ画のような学校ができるなら夢があると思う。 

・学校の建替えが続くのであれば、建設費用の積立てなど財源の確保は今のう

ちから考えるべきである。 

・小学校を９校にしないと明記して欲しい。 

・これから高齢化していくのに、学校中心という考え方で本当に良いのか。 

【
学
校
以
外
の
公
共
施
設
に
関
す
る
こ
と
】 

 ・近くの市にあるのに西東京市でも作る必要がない施設や機能もあると思うの

で、映画館やプラネタリウム、商業施設など、近隣他市などの状況も踏まえ

て西東京市として特色ある施設ができればよい。 

・北側エリアの公共施設が少なくて寂しい。 

・施設を今使っている人の意見をもっと聞くべきであると考える。 

・公民館を減らさないで欲しい。 

・公民館のうち、田無や柳沢の利用が多いのは利用しやすい立地にある。学校

に複合化してしまうと、使いづらくなってしまう。 

・公民館では職員の対応がないと不便であり、民間委託はそぐわない。貸館だ

けになるのではないかと危惧している。現状きちんと運営されており、複合

化の必要性も感じない。今のままでよい。 

【
そ
の
他
】 

 ・旧ひばり中学校跡地を活用して欲しい。子どものための施設として児童館や

フリースクール、テニスコートを作ってはどうか。 

・ハード面だけではなくソフト面も考える必要がある。 

・お金ではなく高齢者等が置かれている状況を踏まえて配置を考えて欲しい。 

・説明会の時間が午後７時からで、暗い中来場する必要があり、出入りできる

門も１か所でわかりにくい。やり方を変えた方がよいのではないか。 

・施設の利用団体以外の意見のなかに、施設が使われない理由があるはずなの

でそういった声も聴いて欲しい。 

・財政が厳しいというが、社会展望をもっと明るく持って欲しい。 
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６ アンケート結果（アンケート用紙：P92参照） 

来場者に対してアンケートを実施した結果、14名から回答を得られた。 

 

○集計結果 

Q1 ご参加いただいた中学校を教えてください。 

学校名 回答数 

田無第一中学校 ４ 

保谷中学校 ０ 

田無第二中学校 １ 

ひばりが丘中学校 １ 

田無第三中学校 ２ 

青嵐中学校 ２ 

柳沢中学校 １ 

田無第四中学校 ３ 

明保中学校 ０ 

Q2 お住まいについて教えてください。 

 

 

Q3 あなたの年代を教えてください。 

年代 18歳未満 18～64歳 65歳以上 

回答数 ０ ７ ７ 

Q4 本説明会の開催を何で知りましたか？（複数回答可） 

媒体名 回答数 

市報 ８ 

ホームページ ２ 

Ⅹ（旧 Twitter） ０ 

市公式 LINE ７ 

Facebook ０ 

公共施設に設置されたチラシ ０ 

市内掲示板 ０ 

その他 ０ 

 

 

居住地 市内在住 市外在住 

回答数 14 ０ 
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行政機能
図書情報

機能

学習支援

機能
文化機能 貸館機能

子ども・

子育て支

援機能

保育機能 福祉機能
スポーツ

機能

家族と一緒に 10 34 14 19 7 20 14 4 17

友人と一緒に 0 4 6 8 10 4 2 4 16

他世代と一緒に 1 1 5 1 6 6 4 7 6

特になし 4 5 1 4 1 9 4 5 4

その他 0 1 0 0 1 0 0 0 0

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

学校と複合化することが望ましい機能（複数回答可）

Q5 今後、公共施設の複合化等を進めていく中で、学校にあったらいいなと思うサー

ビス機能は何ですか？また、誰と一緒に利用したいですか？（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※2市民まつりで実施した同様のアンケートの回答結果を含む 

 

 

○自由意見欄の意見内容 

【
計
画
全
体
に
関
す
る
こ
と
】 

  

・公共施設が現在抱えている課題や、その課題に対する長期的な視点とコスト

意識をもちながら魅力あるものをつくっていきたいという思いが伝わった。

市民の一人として、ともに課題に向き合い、よりよいものを次の世代に引き

継げるようにしたいと感じた。 

・事業主体や運用方法など協議検討することは多々あると思うが、子どもたち

の学びも膨らみ、地域が集える学校を核とした地域づくりを期待する。 
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【
学
校
に
関
す
る
こ
と
】 

・学校に複合化する機能は、各学校の場所などにより変わってくると思うので、

今の段階では選べない。 

・学校に複合化する機能は、各個別計画を検討する中で、計画段階から地域住

民との話し合いで決めていくものだと思うが、教育環境に最大限配慮すると

いう点からあげるとすれば、学習支援機能と図書館機能があればよい。 

・利用に制限をつけたり、利用者が固定化したりするような場にならないよう

にして欲しい。 

・学校が規模の大きな公民館のロビーのような形で、地域の方の集いの場や子

どもたちの学習の場として使える、武蔵野プレイスのような居場所になると

よいと思う。 

・中学校通学区域を基本とした公共施設の再編は期待したいが、人口も減って

いく中、単学級になりそうな小学校は統廃合も視野に入れてもよいと思う。 

【
学
校
以
外
の
公
共
施
設
に
関
す
る
こ
と
】 

 

・田無駅南口は、公共施設の機能や場所がよく考えられて作られているため、

特に市役所、中央図書館は今の場所のまま変えないで欲しい。 

・中央図書館は武蔵野プレイスのようになったらよいと思う。カフェを誘致し

ておしゃれな雰囲気の図書館で飲み物を飲みながら本を読み、学びを高めら

れるとよい。 

・個別計画を検討する際には、３館合築の時のような行政主導ではなく、市民

を巻き込んで進めて欲しい。 

【
そ
の
他
】 

 

・個別にお話を伺うことができ、とても勉強になった。対応や説明の仕方もよ

く、説明会に参加してよかった。 

・出前授業の資料がとてもわかりやすかった。 

・子どもたちへの出前授業や、そこで出た意見を反映したイメージ画など、う

まくまとまっていてわかりやすかった。 

・子どもたちが思い描く新しい学校とそのイメージデザインはどれもとても素

晴らしい。こんな場ができたら、アイデアややる気がたくさん出てきそう。 

・未来をになう子どもたちに西東京市をもっと知ってもらうためにも、このよ

うな出前授業を市内小中学校全校で行って欲しい。 

・市民それぞれの思いや意見をより多く集め、課題を整理しながらよりよい場

をつくっていく過程も大切にして欲しい。 

・西東京市は他市と比べて、高齢者などが健康体操や料理をしたりできる場所

も多く、健康で長生きできるまちだと感じている。こうした事が引き続きで

きるよう配慮して欲しい。 
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（１）スライド説明用資料 

 ① 出前授業の概要 
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 ② 総合管理計画等の概要 
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（２）ポスターセッション説明用資料 
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（３）アンケート用紙 
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施設名 健全度
残存耐用
年数 耐震性

バリアフ
リー

維持管理
経費 運営経費

更新等
費用 利用状況

田無庁舎 4 2 4 5 3  5 3

田無第二庁舎 5 5 4 5 2  5  

田無分庁舎 5 3 4 4 3  4  

保谷東分庁舎 5 2 4 5 1  1  

保谷南分庁舎 5 4 4 3 2  5  

柳橋出張所 4 4 4 5 1 1 5 1

ひばり 丘駅前出張所 5 5 4 4 3 5 5 5

中央図書館 5 1 4 4 1 3 5 3

保谷駅前図書館 5 5 4 4 3 3 5 4

芝久保図書館 5 2 4 4 3 3 3 1

谷戸図書館 4 2 4 4 4 3 5 1

柳沢図書館 4 2 4 5 3 3 5 5

ひばりが丘図書館 4 3 4 5 2 3 5 3

Step１ 指標値一覧

 再編  施設分   一 

【一覧の見方】

P24に掲載した「表７ 個別施設の現状把握に
おいて整理する項目」で示した８つの項目につい
て、施設ごとに点数化した一覧を掲載しています。

データ集 

  



 

95 

資料編 データ集 

ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

- ※1 田無庁舎

- 田無第二庁舎

- 田無分庁舎

- ※1 保谷東分庁舎

- 保谷南分庁舎

- 柳橋出張所

- ひばり 丘駅前出張所

Ⅳ ※2 中央図書館

Ⅳ 保谷駅前図書館

Ⅲ 到来 ○ 芝久保図書館

Ⅲ 谷戸図書館

Ⅳ 柳沢図書館

Ⅳ ひばりが丘図書館

Step２ 優先検討施設の検証結果

① Step1で整理したデータを基に、P24に掲載したポートフォリオ図に
おける４つの象限のどこに位置するかを掲載しています。
象限Ⅰに位置する施設は優先検討施設として位置付けられます。
なお、P25で示した分析対象外の施設分野の施設については、「-」を

記載しています。

② 既に法定耐用年数を超過している施設に「超過」を表示しています。
超過している施設は優先検討施設として位置付けられます。

③ 計画期間中（令和６(2024)年度から令和15 (2033)年度まで）に法定
耐用年数が到来する施設に「到来」を表示しています。
法定耐用年数が到来する施設は優先検討施設として位置付けられます。

④ ①から③までの内容を踏まえ、優先検討施設として位置付けられる施
設に「〇」を表示しています。
優先検討施設として位置付けられた施設を対象に、「Step3 想定され

る対応策の検証」を行います。

※ただし、小・中学校の法定耐用年数は、物理的耐用年数（総合管理計画
P114参照）を基に判定しています。

① ② ③ ④

※１ 耐力度調査の実施結果により除外
※２ 耐震改修工事の実施により除外
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資料編 データ集 

施設名 健全度
残存耐用
年数

耐震性
バリアフ
リー

維持管理
経費

運営経費
更新等
費用

利用状況

田無庁舎 4 2 4 5 3 - 5 3 

田無第二庁舎 5 5 4 5 2 - 5 -

田無分庁舎 5 3 4 4 3 - 4 -

保谷東分庁舎 5 2 4 5 1 - 1 -

保谷南分庁舎 5 4 4 3 2 - 5 -

柳橋出張所 4 4 4 5 1 1 5 1 

ひばり 丘駅前出張所 5 5 4 4 3 5 5 5 

中央図書館 5 1 4 4 1 3 5 3 

保谷駅前図書館 5 5 4 4 3 3 5 4 

芝久保図書館 5 2 4 4 3 3 3 1 

谷戸図書館 4 2 4 4 4 3 5 1 

柳沢図書館 4 2 4 5 3 3 5 5 

ひばりが丘図書館 4 3 4 5 2 3 5 3 

柳沢公民館 4 2 4 5 3 2 5 5 

ひばりが丘公民館 5 3 4 5 3 4 5 1 

田無公民館 5 1 4 4 1 4 5 2 

芝久保公民館 5 2 4 4 3 3 3 1 

谷戸公民館 4 2 4 4 3 3 5 2 

保谷駅前公民館 5 5 4 4 3 2 5 3 

保谷こもれびホール 1 3 4 5 2 1 5 4 

コール田無 5 4 4 5 1 3 5 4 

アスタ市民ホール 5 3 4 4 5 5 5 4 

南町コミュニティセンター 5 2 4 3 3 1 1 2 

下宿コミュニティセンター 5 3 4 2 2 1 5 2 

緑町コミュニティセンター 5 2 4 4 5 1 5 2 

谷戸コミュニティセンター 5 3 4 3 3 1 5 2 

向台コミュニティセンター 5 3 4 3 3 1 5 2 

芝久保コミュニティセンター 4 2 4 3 4 1 1 1 

東伏見コミュニティセンター 5 4 4 5 2 1 3 3 

北町コミュニティセンター 5 3 4 5 3 1 2 2 

田無町市民集会所 4 1 1 1 4 5 1 2 

谷戸第二市民集会所 2 1 1 2 3 5 1 1 

北原市民集会所 1 1 1 2 5 5 1 1 

上向台市民集会所 5 4 4 2 3 5 5 1 

芝久保第二市民集会所 1 1 1 2 3 5 1 1 

柳橋第二市民集会所 4 4 4 4 3 5 5 4 

柳沢第三市民集会所 4 3 4 3 3 5 5 5 

東伏見市民集会所 5 2 4 3 3 5 1 1 

富士町市民集会所 5 4 4 3 5 5 5 2 

住吉町第二市民集会所 5 3 4 3 1 5 5 1 

ひばりが丘北市民集会所 5 1 4 1 1 5 1 1 

Step１ 指標値一覧
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資料編 データ集 

ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

- ※1 田無庁舎

- 田無第二庁舎

- 田無分庁舎

- ※1 保谷東分庁舎

- 保谷南分庁舎

- 柳橋出張所

- ひばり 丘駅前出張所

Ⅳ ※2 中央図書館

Ⅳ 保谷駅前図書館

Ⅲ 到来 ○ 芝久保図書館

Ⅲ 谷戸図書館

Ⅳ 柳沢図書館

Ⅳ ひばりが丘図書館

Ⅳ 柳沢公民館

Ⅳ ひばりが丘公民館

Ⅳ ※2 田無公民館

Ⅲ 到来 ○ 芝久保公民館

Ⅳ 谷戸公民館

Ⅳ 保谷駅前公民館

- 保谷こもれびホール

- コール田無

- アスタ市民ホール

Ⅰ 到来 ○ 南町コミュニティセンター

Ⅰ ○ 下宿コミュニティセンター

Ⅳ 緑町コミュニティセンター

Ⅲ 谷戸コミュニティセンター

Ⅳ 向台コミュニティセンター

Ⅰ 到来 ○ 芝久保コミュニティセンター

Ⅲ 東伏見コミュニティセンター

Ⅲ 北町コミュニティセンター

Ⅱ 超過 ○ 田無町市民集会所

Ⅰ 超過 ○ 谷戸第二市民集会所

Ⅰ 超過 ○ 北原市民集会所

Ⅳ 上向台市民集会所

Ⅰ 超過 ○ 芝久保第二市民集会所

Ⅳ 柳橋第二市民集会所

Ⅳ 柳沢第三市民集会所

Ⅲ 到来 ○ 東伏見市民集会所

Ⅳ 富士町市民集会所

Ⅲ 住吉町第二市民集会所

Ⅰ 超過 ○ ひばりが丘北市民集会所

Step２ 優先検討施設の検証結果

※1 耐力度調査の実施結果により除外
※2 耐震改修工事の実施により除外
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資料編 データ集 

施設名 健全度
残存耐用
年数

耐震性
バリアフ
リー

維持管理
経費

運営経費
更新等
費用

利用状況

ひばりが丘市民集会所 4 1 4 2 4 5 1 4 

保谷町市民集会所 4 1 4 1 4 4 1 1 

東町市民集会所 4 1 1 1 4 5 1 1 

緑町市民集会所 5 2 4 3 3 5 5 3 

田無小学校 5 3 4 4 4 3 5 1 

保谷小学校 3 2 4 1 5 3 1 1 

保谷第一小学校 3 2 4 1 4 3 1 1 

保谷第二小学校 1 2 4 2 5 3 5 1 

谷戸小学校 1 2 4 2 5 1 1 1 

東伏見小学校 1 2 4 1 5 1 3 1 

中原小学校 5 5 4 5 3 4 5 5 

向台小学校 3 3 4 4 4 4 1 1 

碧山小学校 4 4 4 1 4 3 5 1 

芝久保小学校 2 1 4 1 5 3 1 1 

栄小学校 3 2 4 1 5 3 1 1 

谷戸第二小学校 1 2 4 1 5 4 4 1 

東小学校 1 2 4 1 5 3 5 1 

柳沢小学校 4 2 4 2 4 3 5 1 

上向台小学校 5 3 4 3 3 4 5 1 

本町小学校 2 2 4 1 4 3 5 1 

住吉小学校 5 2 4 2 4 3 5 1 

けやき小学校 5 4 4 5 5 3 4 2 

田無第一中学校 1 2 4 3 5 3 5 1 

保谷中学校 1 2 4 3 5 3 1 1 

田無第二中学校 1 2 4 4 5 3 5 1 

ひばりが丘中学校 5 5 4 3 2 3 5 5 

田無第三中学校 4 1 4 3 5 2 1 1 

青嵐中学校 5 5 4 4 5 3 5 4 

柳沢中学校 2 2 4 3 5 1 4 1 

田無第四中学校 1 2 4 4 5 4 5 1 

明保中学校 2 3 4 4 5 3 5 1 

田無児童館 5 2 4 3 5 3 1 3 

北原児童館 5 4 4 5 3 2 4 3 

ひばりが丘児童センター 5 5 4 5 1 5 5 1 

芝久保児童館 5 4 4 4 3 1 5 1 

下保谷児童センター 5 5 4 5 1 3 5 1 

新町児童館 3 1 4 2 4 2 1 2 

中町児童館 2 2 4 3 5 4 1 5 

ひばりが丘北児童センター 3 2 4 3 4 5 1 5 

西原北児童館 5 2 4 3 4 3 1 1 

田無柳沢児童センター 5 2 4 3 3 3 1 4 

保谷柳沢児童館 5 3 4 4 3 3 5 2 

田無学童クラブ 5 2 4 2 4 3 1 4 

Step１ 指標値一覧
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資料編 データ集 

ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

Ⅱ 超過 ○ ひばりが丘市民集会所

Ⅰ 超過 ○ 保谷町市民集会所

Ⅰ 超過 ○ 東町市民集会所

Ⅱ 緑町市民集会所

Ⅳ 田無小学校

Ⅱ 到来 ○ 保谷小学校

Ⅰ 到来 ○ 保谷第一小学校

Ⅱ 保谷第二小学校

Ⅰ 到来 ○ 谷戸小学校

Ⅰ 到来 ○ 東伏見小学校

Ⅳ 中原小学校

Ⅲ 到来 ○ 向台小学校

Ⅱ 碧山小学校

Ⅱ 到来 ○ 芝久保小学校

Ⅰ 到来 ○ 栄小学校

Ⅱ 到来 ○ 谷戸第二小学校

Ⅱ 東小学校

Ⅰ ○ 柳沢小学校

Ⅳ 上向台小学校

Ⅱ 本町小学校

Ⅳ 住吉小学校

Ⅳ けやき小学校

Ⅱ 到来 ○ 田無第一中学校

Ⅰ 到来 ○ 保谷中学校

Ⅱ 田無第二中学校

Ⅳ ひばりが丘中学校

Ⅰ 超過 ○ 田無第三中学校

Ⅳ 青嵐中学校

Ⅰ 到来 ○ 柳沢中学校

Ⅱ 田無第四中学校

Ⅱ 明保中学校

Ⅱ 到来 ○ 田無児童館

Ⅲ 北原児童館

Ⅳ ひばりが丘児童センター

Ⅲ 芝久保児童館

Ⅲ 下保谷児童センター

Ⅰ 到来 ○ 新町児童館

Ⅱ 到来 ○ 中町児童館

Ⅱ 到来 ○ ひばりが丘北児童センター

Ⅰ 到来 ○ 西原北児童館

Ⅲ 到来 ○ 田無柳沢児童センター

Ⅳ 保谷柳沢児童館

- 到来 ○ 田無学童クラブ

Step２ 優先検討施設の検証結果
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資料編 データ集 

施設名 健全度
残存耐用
年数

耐震性
バリアフ
リー

維持管理
経費

運営経費
更新等
費用

利用状況

北原学童クラブ 5 4 4 5 4 1 5 5 

ひばりが丘第一学童クラブ 5 5 4 5 1 3 5 4 

ひばりが丘第二学童クラブ 5 5 4 5 1 2 5 4 

芝久保学童クラブ 5 4 4 3 3 2 5 4 

下保谷学童クラブ 5 5 4 5 1 2 5 1 

新町学童クラブ 3 1 4 2 3 3 1 4 

中町学童クラブ 2 2 4 2 3 4 1 2 

中町第二学童クラブ 2 2 4 2 3 4 1 2 

ひばりが丘北学童クラブ 3 2 4 2 3 4 1 2 

ひばりが丘北第二学童クラブ 3 2 4 2 4 4 1 2 

けやき第二学童クラブ 5 2 4 2 3 4 1 4 

田無柳沢学童クラブ 5 2 4 1 3 3 1 1 

保谷柳沢学童クラブ 5 3 4 3 3 3 5 4 

谷戸学童クラブ 5 4 4 4 3 1 4 4 

北芝久保学童クラブ 4 2 4 1 3 4 1 3 

けやき学童クラブ 5 4 4 4 5 4 5 4 

東学童クラブ 4 1 4 3 3 3 1 2 

保谷第一学童クラブ 1 1 4 2 4 4 5 3 

保谷柳沢第二学童クラブ 5 1 4 2 3 3 1 4 

本町学童クラブ 2 1 4 2 5 3 5 1 

本町第二学童クラブ 3 2 4 2 5 4 5 3 

住吉学童クラブ 4 2 4 2 5 4 5 3 

向台学童クラブ 4 3 4 2 3 3 3 1 

向台第二学童クラブ 4 3 4 3 3 3 5 2 

東伏見第二学童クラブ 5 4 4 3 3 1 5 3 

東伏見学童クラブ 5 4 4 3 2 1 5 3 

田無第二学童クラブ 5 3 4 3 3 3 5 3 

上向台学童クラブ 5 4 4 3 3 3 5 4 

上向台第二学童クラブ 5 4 4 3 1 4 5 3 

みどり学童クラブ 5 2 4 3 5 4 5 3 

谷戸第二学童クラブ 1 2 4 2 4 3 5 3 

向台第三学童クラブ 3 2 4 2 5 4 5 1 

田無第三学童クラブ 5 2 4 2 5 3 5 3 

中原学童クラブ 5 5 4 2 5 4 5 4 

芝久保第二学童クラブ 2 1 4 2 4 3 5 3 

田無保育園 5 4 4 5 4 3 5 3 

はこべら保育園 2 1 4 1 3 3 1 4 

向台保育園 5 2 4 2 3 3 5 2 

西原保育園 5 5 4 5 3 3 5 4 

こまどり保育園 5 3 4 2 4 3 5 4 

芝久保保育園 5 1 4 2 3 3 1 4 

すみよし保育園 5 5 4 5 3 3 5 3 

なかまち保育園 1 1 4 1 3 3 1 4 

Step１ 指標値一覧
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資料編 データ集 

ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

- 北原学童クラブ

- ひばりが丘第一学童クラブ

- ひばりが丘第二学童クラブ

- 芝久保学童クラブ

- 下保谷学童クラブ

- 到来 ○ 新町学童クラブ

- 到来 ○ 中町学童クラブ

- 到来 ○ 中町第二学童クラブ

- 到来 ○ ひばりが丘北学童クラブ

- 到来 ○ ひばりが丘北第二学童クラブ

- 到来 ○ けやき第二学童クラブ

- 到来 ○ 田無柳沢学童クラブ

- 保谷柳沢学童クラブ

- 谷戸学童クラブ

- 到来 ○ 北芝久保学童クラブ

- けやき学童クラブ

- 超過 ○ 東学童クラブ

- 到来 ○ 保谷第一学童クラブ

- 超過 ○ 保谷柳沢第二学童クラブ

- 到来 ○ 本町学童クラブ

- 本町第二学童クラブ

- 住吉学童クラブ

- 向台学童クラブ

- 向台第二学童クラブ

- 東伏見第二学童クラブ

- 東伏見学童クラブ

- 田無第二学童クラブ

- 上向台学童クラブ

- 上向台第二学童クラブ

- みどり学童クラブ

- 谷戸第二学童クラブ

- 向台第三学童クラブ

- 田無第三学童クラブ

- 中原学童クラブ

- 到来 ○ 芝久保第二学童クラブ

Ⅲ 田無保育園

Ⅱ 到来 ○ はこべら保育園

Ⅲ 向台保育園

Ⅳ 西原保育園

Ⅱ こまどり保育園

Ⅱ 超過 ○ 芝久保保育園

Ⅲ すみよし保育園

Ⅰ 到来 ○ なかまち保育園

Step２ 優先検討施設の検証結果  
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資料編 データ集 

施設名 健全度
残存耐用
年数

耐震性
バリアフ
リー

維持管理
経費

運営経費
更新等
費用

利用状況

ひがし保育園 1 1 4 1 3 3 1 4 

やぎさわ保育園 2 1 4 1 3 3 1 4 

けやき保育園 5 2 4 2 2 3 1 4 

ほうやちょう保育園 5 3 4 2 5 3 5 3 

ひばりが丘保育園 5 3 4 2 4 3 5 5 

ひがしふしみ保育園 5 3 4 2 5 3 5 3 

そよかぜ保育園 5 5 4 5 1 3 5 4 

保谷保健福祉総合センター 5 3 5 5 1 4 5 5 

田無総合福祉センター 3 3 4 5 2 2 4 1 

中町分庁舎 5 2 4 5 1 3 5 3 

下保谷福祉会館 5 5 4 5 1 3 5 1 

新町福祉会館 3 1 4 4 1 2 1 2 

富士町福祉会館 5 2 4 3 3 4 1 2 

ひばりが丘福祉会館 5 2 4 4 2 3 3 1 

住吉老人福祉センター 5 5 4 5 2 4 5 1 

老人福祉センター 3 3 4 5 3 2 5 5 

谷戸高齢者在宅サービスセンター 4 3 4 4 1 3 5 5 

高齢者センターきらら 5 4 4 4 1 3 4 1 

老人憩いの家「おあしす」 3 3 4 5 3 4 5 4 

保谷障害者福祉センター 5 2 4 4 1 4 5 1 

障害者総合支援センター「フレンドリー」 5 5 4 5 5 2 5 5 

東伏見1号分庁舎 5 3 4 3 5 - 5 -

東伏見2号分庁舎 5 3 4 4 5 - 5 -

ひばりが丘分庁舎 5 4 4 4 3 - 5 -

消費者センター分館 5 3 4 4 1 3 3 3 

消防団第１分団詰所 5 2 4 1 3 - 1 -

消防団第２分団詰所 5 3 4 1 1 - 5 -

消防団第３分団詰所 5 4 4 1 3 - 5 -

消防団第４分団詰所 5 5 4 1 1 - 5 -

消防団第５分団詰所 4 1 4 1 3 - 5 -

消防団第６分団詰所 5 4 4 1 2 - 5 -

消防団第７分団詰所 5 4 4 1 3 - 5 -

消防団第８分団詰所 5 5 4 1 1 - 5 -

消防団第９分団詰所 5 5 4 1 1 - 5 -

消防団第10分団詰所 5 5 4 1 2 - 5 -

消防団第11分団詰所 5 4 4 1 1 - 5 -

消防団第12分団詰所 5 4 4 1 3 - 5 -

ひばりが丘二丁目倉庫 4 1 4 2 5 - 1 -

保谷町五丁目倉庫 4 1 4 2 5 - 1 -

東町二丁目倉庫 4 1 1 2 5 - 1 -

防災センター 5 3 5 5 1 - 5 -

エコプラザ西東京 5 4 4 5 1 3 5 5 

子ども家庭支援センターのどか 5 5 4 5 1 3 1 1 

Step１ 指標値一覧
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資料編 データ集 

ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

Ⅰ 到来 ○ ひがし保育園

Ⅱ 到来 ○ やぎさわ保育園

Ⅰ 到来 ○ けやき保育園

Ⅲ ほうやちょう保育園

Ⅱ ひばりが丘保育園

Ⅲ ひがしふしみ保育園

Ⅳ そよかぜ保育園

- 保谷保健福祉総合センター

- 田無総合福祉センター

- 中町分庁舎

Ⅲ 下保谷福祉会館

Ⅰ 到来 ○ 新町福祉会館

Ⅲ 到来 ○ 富士町福祉会館

Ⅲ 到来 ○ ひばりが丘福祉会館

Ⅳ 住吉老人福祉センター

Ⅳ 老人福祉センター

- 谷戸高齢者在宅サービスセンター

- 高齢者センターきらら

Ⅳ 老人憩いの家「おあしす」

- 保谷障害者福祉センター

- 障害者総合支援センター「フレンドリー」

- 東伏見1号分庁舎

- 東伏見2号分庁舎

- ひばりが丘分庁舎

- 消費者センター分館

- 到来 ○ 消防団第１分団詰所

- 消防団第２分団詰所

- 消防団第３分団詰所

- 消防団第４分団詰所

- 到来 ○ 消防団第５分団詰所

- 消防団第６分団詰所

- 消防団第７分団詰所

- 消防団第８分団詰所

- 消防団第９分団詰所

- 消防団第10分団詰所

- 消防団第11分団詰所

- 消防団第12分団詰所

- 超過 ○ ひばりが丘二丁目倉庫

- 超過 ○ 保谷町五丁目倉庫

- 超過 ○ 東町二丁目倉庫

- 防災センター

- エコプラザ西東京

- 子ども家庭支援センターのどか

Step２ 優先検討施設の検証結果
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資料編 データ集 

施設名 健全度
残存耐用
年数

耐震性
バリアフ
リー

維持管理
経費

運営経費
更新等
費用

利用状況

ピッコロ広場 5 4 4 5 1 3 5 5 

児童発達支援センターひいらぎ 5 5 4 5 2 3 5 3 

スポーツセンター 3 3 4 5 3 2 5 5 

総合体育館 4 2 4 5 5 3 5 5 

南町スポーツ・文化交流センター「きらっと」 5 4 4 5 5 2 5 5 

武道場 5 4 4 4 5 5 4 4 

西原総合教育施設 2 2 3 2 5 3 1 3 

田無駅南口代替店舗「イングビル」 5 3 4 4 3 - 5 4 

田無駅北口代替店舗高層店「スカイビル」 5 3 4 2 3 - 5 4 

田無駅北口代替店舗低層店「アングルビル」 5 3 4 1 3 - 5 1 

男女平等推進センターパリテ 5 5 4 5 2 3 5 3 

Step１ 指標値一覧
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ポートフォリオ
結果

法定耐用年数
超過

法定耐用年数
計画期間内到来

優先検討施設 施設名

- ピッコロ広場

- 児童発達支援センターひいらぎ

Ⅲ スポーツセンター

Ⅳ 総合体育館

Ⅲ 南町スポーツ・文化交流センター「きらっと」

Ⅳ 武道場

- 到来 ○ 西原総合教育施設

- 田無駅南口代替店舗「イングビル」

- 田無駅北口代替店舗高層店「スカイビル」

- 田無駅北口代替店舗低層店「アングルビル」

- 男女平等推進センターパリテ

Step２ 優先検討施設の検証結果
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中学校
通学区域

施設名
建物の
方向性

機能の
方向性

計画的保全
の手法

再編手法

田無第一
中学校

芝久保コミュニティセンター Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

芝久保小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

田無第一中学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

田無児童館 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化、多機能化

新町児童館 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

田無学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

新町学童クラブ Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

北芝久保学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

芝久保第二学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

芝久保保育園 Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

新町福祉会館 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

保谷
中学校

保谷町市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

保谷小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

保谷中学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

本町学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

はこべら保育園 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

富士町福祉会館 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化、多機能化

保谷町五丁目倉庫 Ⅱ改修検討 - 更新 －

Step3 想定される対応策の検証

【一覧の見方】

① ② ③

① 中学校通学区域ごとに、対象となる施設を整理しています。

② P27に掲載した建物・機能の方向性について、分析データを基に、３段階評価
のどこに位置するかを示しています。

③ 全体の分析を踏まえ、「建物」に対する計画的保全の手法、「機能」に対す
る再編手法を個別施設ごとに検証した結果を示しています。

Step1,2の検証結果から優先検討施設として位置付けた施設について、Step3で
建物と機能それぞれの手法を検証するために、一覧にまとめました。
公共施設の適正配置は「中学校通学区域」を基本に検討するとしていることか
ら、中学校通学区域ごとに整理しています。
なお、各施設における具体の再編の方向性については、P34以降の表中で示して
います。
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中学校
通学区域

施設名
建物の
方向性

機能の
方向性

計画的保全
の手法

再編手法

田無第一
中学校

芝久保コミュニティセンター Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

芝久保小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

田無第一中学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

田無児童館 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化、多機能化

新町児童館 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

田無学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

新町学童クラブ Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

北芝久保学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

芝久保第二学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

芝久保保育園 Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

新町福祉会館 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

保谷
中学校

保谷町市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

保谷小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

保谷中学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

本町学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

はこべら保育園 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

富士町福祉会館 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化、多機能化

保谷町五丁目倉庫 Ⅱ改修検討 - 更新 －

田無第二
中学校

北原市民集会所 Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

谷戸第二小学校 Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

消防団第１分団詰所 Ⅱ改修検討 - 更新 －

ひばりが丘
中学校

谷戸第二市民集会所 Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

ひばりが丘市民集会所 Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

谷戸小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

ひばりが丘福祉会館 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

ひばりが丘二丁目倉庫 Ⅱ改修検討 - 更新 －

田無第三
中学校

芝久保図書館 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化

芝久保公民館 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

田無町市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

芝久保第二市民集会所 Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

田無第三中学校 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

西原北児童館 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新
機能縮小（減築）、複合化、集約化、
多機能化

けやき第二学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

けやき保育園 Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

消防団第５分団詰所 Ⅱ改修検討 - 更新 －

西原総合教育施設 Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

Step3 想定される対応策の検証
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中学校
通学区域

施設名
建物の
方向性

機能の
方向性

計画的保全
の手法

再編手法

青嵐
中学校

ひばりが丘北市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

保谷第一小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

栄小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

ひばりが丘北児童センター Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、多機能化

ひばりが丘北学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

ひばりが丘北第二学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

保谷第一学童クラブ Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

柳沢
中学校

東伏見市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

東伏見小学校 Ⅰ建替検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

柳沢中学校 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し
長寿命化、
大規模修繕

機能縮小（減築）、複合化、集約化

保谷柳沢第二学童クラブ Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化

やぎさわ保育園 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

田無第四
中学校

南町コミュニティセンター Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

下宿コミュニティセンター Ⅲ維持保全Ⅰ抜本的見直し適切な保全 機能縮小（減築）、複合化、集約化

向台小学校 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し
更新、
長寿命化

複合化、集約化

柳沢小学校 Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し
長寿命化、
大規模修繕

機能縮小（減築）、複合化、集約化

田無柳沢児童センター Ⅱ改修検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、多機能化

田無柳沢学童クラブ Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

明保
中学校

東町市民集会所 Ⅱ改修検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

中町児童館 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、多機能化

中町学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

中町第二学童クラブ Ⅰ建替検討Ⅱ改善・見直し更新 複合化、集約化

東学童クラブ Ⅱ改修検討Ⅰ抜本的見直し更新 機能縮小（減築）、複合化、集約化

なかまち保育園 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

ひがし保育園 Ⅰ建替検討 Ⅲ維持向上 更新 複合化、民営化

東町二丁目倉庫 Ⅱ改修検討 - 更新 －
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第二庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無分庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷東分庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷南分庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳橋出張所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘駅前出張所

1.市庁舎

2.出張所

○レーダーチャート
Step1で整理した８項目の基礎データに対する５段階評価を基に、視覚的に分か
りやすく公共施設の状況を把握するため、レーダーチャートを作成しました。
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中央図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷駅前図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳沢図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘図書館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳沢公民館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘公民館

4.公民館

3.図書館
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無公民館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保公民館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸公民館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷駅前公民館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷こもれびホール

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

コール田無

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

アスタ市民ホール

5.文化施設
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

南町コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

下宿コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

緑町コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見コミュニティセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

北町コミュニティセンター

6.市民交流施設
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無町市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸第二市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

北原市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

上向台市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保第二市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳橋第二市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳沢第三市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見市民集会所
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

富士町市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

住吉町第二市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘北市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷町市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東町市民集会所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

緑町市民集会所
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷第一小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷第二小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中原小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台小学校

7.小学校

  



 

116 

資料編 データ集 

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

碧山小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

栄小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸第二小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳沢小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

上向台小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

本町小学校
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

住吉小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

けやき小学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第一中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第二中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第三中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

青嵐中学校

7.中学校
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

柳沢中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第四中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

明保中学校

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無児童館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

北原児童館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘児童センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保児童館

8.児童館
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

下保谷児童センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

新町児童館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中町児童館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘北児童センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

西原北児童館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無柳沢児童センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷柳沢児童館
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

北原学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘第一学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

下保谷学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

新町学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中町学童クラブ

9.学童クラブ
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中町第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘北学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘第二北学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

けやき第二北学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷柳沢学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無柳沢学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

北芝久保学童クラブ
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

けやき学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷第一学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷柳沢第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

本町学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

本町第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

住吉学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台学童クラブ
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

上向台学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

上向台第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

みどり学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸第二学童クラブ
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台第三学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無第三学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中原学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保第二学童クラブ

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

はこべら保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

向台保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

西原保育園

10.保育園
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

こまどり保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

芝久保保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

すみよし保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

なかまち保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひがし保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

やぎさわ保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

けやき保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ほうやちょう保育園
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひがしふしみ保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

そよかぜ保育園

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷保健福祉総合センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

田無総合福祉センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

中町分庁舎

11.保健福祉施設
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

下保谷福祉センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

新町福祉会館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

富士町福祉会館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘福祉会館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

住吉老人福祉センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

老人福祉センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

谷戸高齢者在宅サービスセンター

12.高齢者福祉施設

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

高齢者センターきらら
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷障害者福祉センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

障害者総合支援センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見１号分庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東伏見２号分庁舎

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘分庁舎

13.障害者福祉施設

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

老人憩いの家「おあしす」
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消費者センター分館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第１分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第２分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第３分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第４分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第５分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第６分団詰所

14.消費者センター

16.消防・防災関連施設
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第７分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第８分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第９分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第10分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第11分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

消防団第12分団詰所

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ひばりが丘二丁目倉庫

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

保谷町五丁目倉庫
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

東町二丁目倉庫

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

防災センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

エコプラザ西東京

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

子ども家庭支援センターのどか

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

ピッコロ広場

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

児童発達支援センターひいらぎ

17.環境施設

18.子ども総合支援施設
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

スポーツセンター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

総合体育館

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

南町スポーツ・文化交流センター

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

武道場

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

西原総合教育施設

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

イングビル

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

スカイビル

19.スポーツ施設

20.その他の社会教育施設

21.代替店舗
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0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

アングルビル

0
1
2
3
4
5

健全度

残存耐用年数

耐震性

バリアフリー

維持管理経費

運営経費

更新等費用

利用状況

男女平等推進センターパリテ

26.その他諸施設
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